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要約：本論文は、組織アイデンティティの段階的発展を支える継続的構築のプロセスを経験的に記

述するものである。そのために、G. H. Meadに端を発する社会的自我論をベースとして、組織が市
場との相互作用からアイデンティティを社会的に形成するプロセスを記述するための組織的自我論

を導出した。それを用いて、産業廃棄物処理向けの強力吸引作業車の日本国内市場でシェア 80%を
獲得しつつ持続的競争優位を確立している兼松エンジニアリング株式会社の事例を分析した。その

結果、同社は、創業から現在までの 50年間に、強力吸引作業車の市場への参入、スピード修理のた
めのビジネスシステムの構築、持続的競争優位の確立の戦略的段階を経て、組織アイデンティティ

を継続的に発展させてきたことが分かった。組織的自我論を用いた分析によって、複数の段階から

なる組織アイデンティティの継続的構築を縦断的に取り扱うことが可能となった。そうして全体的

なプロセスを記述した上で、それを支える深いプロセス、アイデンティティ・コンテンツの観点か

らの内部プロセス、センスギビングとセンスメイキングの相互作用と共進化のプロセスを経験的に

説明することができた。

1.はじめに

アイデンティティは、個人、集団、組織にとって、

「自分（達）が誰であるか」についての主観的な解

釈であり主張である（Albert & Whetten, 1985; Oliver,
2015; Caza et al. 2018）。特に、仕事、職業、組織に
まつわるアイデンティティは、組織の根底的な構成

概念であり（Albert et al. 2000）、動機づけ、意味づ
け、アントレプレナーシップ、プロジェクトチーム、

合併、政治などほぼすべてのものに結びつけるこ

とができると考えられている（Alvesson et al., 2008;
Caza et al., 2018）。したがって、アイデンティティ
が、人々の行動を意味づけて説明するための中核概

念となりうることから（Gioia et al. 2013）、経営学
の分野で盛んに研究されてきた。

Gioia et al.（2013）によれば、組織アイデンティ
ティに関して、「アイデンティティの変化」の研究

が、「アイデンティティの形成」の研究よりも先んじ

てなされた。その多くは、組織が合併、戦略的変化、

逆境、スピンオフなどの大規模で稀な変化を経験す

ると、組織のメンバーが組織アイデンティティを変

更しようとしたことに焦点を当てていた（Oliver &
Vough, 2020）。そのため、組織アイデンティティの
起源や形成にまつわる研究がこれまでにあまりな

されていないと考えられている（Gioia et al., 2013;
平澤, 2013; Ravasi et al., 2017; Oliver & Vough, 2020;
Ravasi et al., 2020）。

Gioia et al.（2013）は、それに対して、組織アイデ
ンティティ形成の全体的なプロセスを記述し、その

深いプロセスを精緻化することに意義があるとし

た。また、どのようなアイデンティティ・コンテン

ツがなぜ形成されるのかを追求することで価値あ

る貢献が可能になるとした。その方法の一つとし

て、アイデンティティ・コンテンツの形成の内部プ

ロセスを詳しく説明する研究の有効性を指摘した。

こうしたことから、組織アイデンティティ形成の

「どのように」と「何を」と「なぜ」を結びつける研

究が非常に価値あるものになるとした。その上で、

組織が、アイデンティティ・コンテンツをどのよう

にして、そしてなぜ、継続的に構築するのかを調べ

ることが重要な課題になるとした。
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Gioia et al.（2013）は、組織アイデンティティが
どのように形成されるかという問いに答えるため

には、アイデンティティ形成のプロセスが時間と

ともに展開していく弧をたどる縦断的な姿勢が必

要であるとした。そこで、本研究では、高知県に本

社と製造拠点を置く兼松エンジニアリング株式会

社（以後、兼松エンジニアリングと呼ぶ）の極端か

つユニークな単一事例1を用いて、同社のアイデン

ティティの継続的構築を縦断的な姿勢で分析する

ことにした2。同社は、現在、産業廃棄物処理向けの

強力吸引作業車の市場で 80%以上のシェアを獲得
するとともに持続的競争優位を確立している。同

社は、1971年の創業から現在にかけて、アイデン
ティティを継続的に構築しており、それを源泉とし

て同ニッチ市場で圧倒的なシェアを獲得しつつ持

続的競争優位を確立している3。本論文では、そう

した事例研究を通じて、研究設問「組織がアイデン

ティティ・コンテンツをどのようにして、そしてな

ぜ継続的に構築するのか」に対応する理論仮説を帰

納的に導出する。

Gioia et al.（2013）は、また、多様なコンテクス
トから影響を受けた組織アイデンティティの形成

が、これまで十分に検討されておらず、それを調べ

ることが貴重な貢献をもたらすとした。Jones et al.
（2019）は、コンテクストが、起業家によるアイデン
ティティの形成および発展さらにはアントレプレ

ナーシップに影響を及ぼすとした。そして、コンテ

クストの影響下におけるアイデンティティの形成

をよりよく理解するのに、心理学などの他の分野の

理論的根拠を応用することが効果的であるとした。

そこで、本研究では、社会心理学の一概念であ

る G. H. Meadの社会的自我論（social self theory）と
そこから導出した組織的自我論（organizational self
theory）を分析のフレームワークとして用いて、兼松
エンジニアリングの継続的なアイデンティティ形

成の事例を分析することにした。Mead（1934）は、
人間は「自己（self）」を持った存在であるとし、それ
が「客我（me）」と「主我（I）」で構成されるとした。

1Yin（1994）は、ケース・スタディの設計として、単一ケー
ス設計と複数ケース設計を指摘した。そして、「極端なあるい
はユニークなケース」を論拠として選択する場合に、単一ケー
スが適切な設計となりうるとした（Yin, 1994,邦訳書 p. 54）。

2本研究では、事例を、理論の発展に寄与すべく、研究者の学
問的関心事に基づいて選ばれるものであるとした（George and
Bennett, 2005,邦訳書 pp. 26-27;野村, 2017, p. 44）。

3本論文では、兼松エンジニアリングが、組織アイデンティ
ティを長期間にわたって継続的に構築しており、それを源泉に
ニッチ市場で圧倒的なシェアを獲得しつつ持続的競争優位を築
いている事実を、原因と結果がともに顕著である（野村, 2017,
p. 48）とみなし、Yin（1994）のいう「極端あるいはユニークな
単一事例」であると考えた。

そうした自己のうちの客我（me）とは、対象化され
た自己のことであり、アイデンティティのことでも

ある（船津, 2000; 片桐, 2011）。本研究では、Mead
に端を発する社会的自我論を導入することで、アイ

デンティティを含む自己と社会やコンテクストの

間のシンボリックな相互作用（Blumer, 1969）から、
対象化された自己としてのアイデンティティの形

成過程に深くアプローチすることにした。本論文

では、そうした社会的自我論を組織のレベルへ拡張

するとともに、事例分析のフレームワークとして用

いることで、兼松エンジニアリングの組織アイデン

ティティの継続的形成を詳細に述べる4。

本論文の構成は次のとおりである。次節で組織

アイデンティティの形成にまつわる先行研究をレ

ビューしたあと、第 3節で研究方法について概説す
る。次いで、第 4節で本研究が依拠する社会的自我
論を導入し、その中核概念をモデル化する。第 5節
では、社会的自我論の中核概念を組織の文脈で拡張

した組織的自我論を事例分析のフレームワークと

して導出する。そして、第 6節で兼松エンジニアリ
ングの会社概要について述べた後、第 7節では組織
的自我論を用いて同社の組織アイデンティティの

継続的構築の事例を整理する。第 8節で、兼松エン
ジニアリングの事例分析の結果から、組織がアイデ

ンティティ・コンテンツをどのようにして、そして

なぜ継続的に構築するのかについて考察する。最

後に本論文の成果をまとめる。

2.先行研究

組織アイデンティティは、Albert & Whetten（1985）
によって初めて導入され、次のように定義された。

組織アイデンティティとは、「我々はどのような存在

であるか（Who are we?）」、「我々はどのようなビジネ
スを行っているか（What kind of business are we in?）」、
「我々は何になりたいか（What do we want to be?）」と
いう 3つの問いに対する組織で共有された主張のこ
とである（Albert & Whetten, 1985;佐藤, 2013）。そう
した組織アイデンティティは、組織を特徴付ける重

要で本質的な特徴としての「宣言性（claimed central
character）」、他の組織と区別できる比較可能な特徴
としての「識別性（claimed distinctiveness）」、「時が経
つにつれて変化しうるものの連続的な特徴としての

時間的連続性（claimed temporal continuity）」の 3つ
の基準に照らした特徴を有する（Albert & Whetten,

4Yin は、ケーススタディでも研究に役立つ青写真としての
理論命題が必要であり、事前の理論開発は不可欠であるとした
（Yin, 1994,邦訳書 p. 39）。
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1985;山城, 2015）。
Gioia et al.（2013）は、上述した定義と特徴を有す
る組織アイデンティティの形成を、新しい組織の発

展における極めて重要な段階であるとした。それ

が、組織における個人やグループの活動のマクロ的

な設定や、メタ組織のミクロ的な基盤としての意味

を持つとした。そして、組織アイデンティティの形

成を研究するにあたって、アイデンティティ形成の

全体的なプロセスやそれに影響する内部プロセス

を説明することの重要性を指摘した。

Gioia et al.（2010）は、単一の組織におけるアイデ
ンティティ形成の複数年にわたるプロセスを詳細

に記述した。その結果、創業者による組織の初期的

なアイデンティティの主張の明確化が、その後の組

織アイデンティティ形成の最初のステップとなっ

ていたことを見出した。それは、指針となるビジョ

ンすなわち理想や目標に関する新組織の広義の意

図や、適切な組織分野や比較対象グループを設定す

るものであった。そこからスタートした組織は、意

味の空白の経験、他の組織との相違の明確化、組織

の中心的特徴の理解という段階的なプロセスを経

て、組織アイデンティティを確立した。

Kroezen & Heugens（2012）は、アイデンティティ
の内容の発展に焦点を当てて、アイデンティティ

の形成を経験的に分析した。その結果、オランダの

地ビール会社では、アイデンティティ・コンテンツ

が二段階のプロセスを経て形成されたことを発見

した。第一の段階では、潜在的なアイデンティティ

要素が、同業組織、聴衆、創業者など、さまざまな

外部および内部のソースから引き出され、アイデ

ンティティ・リザーバーへ蓄積された。第二の段階

では、組織のメンバーがアイデンティティ・リザー

バーから、属性を選択するとともに、アイデンティ

ティの主張へとイナクトした。

Gioia et al.（2013）は、組織アイデンティティ形
成のプロセスを完全かつ詳細に描写するためには、

センスギビングとしてのアイデンティティの主張

とセンスメイキングとしてのアイデンティティの

理解が補完的になっているだけでなく、連動しなが

ら互いに発展して共進化することに注目する必要

があるとした。それらは、組織において日常的な相

互作用や好ましい実践が継続的に行われることを

通じて、再確認されるとした。

平澤（2013）は、有機太陽電池の開発・事業化を目
指したベンチャー企業のアイデンティティの発展

のダイナミクスを示した。そして、創業から事業を

軌道に乗せるまでになされた組織のリーダーによ

るアイデンティティのセンスメイキングとセンス

ギビングの組み合わせとしての意味のマネジメン

トが、イノベーションと組織の成長に必要な資源・

知識の獲得に貢献したことを指摘した。その上で、

未知のイノベーションと組織アイデンティティ発

展の相補的なダイナミクスを明らかにした。

Ashforth et al.（2011）は、Wiley (1988)による主観
性のレベル（相互、内部、および汎用）の概念に基

づいて、組織のアイデンティティ形成の階層的なプ

ロセスをモデル化した。それは、個人の主観的な意

味が間主観的なレベルで集まり、やがては組織と

しての「我々は何者か」についての社会的現実を創

り出すというものである。個人の主観的な理解と

しての「私はこう思う」が相互作用を通じて間主観

的理解である「私たちはこう思う」を助長し、それ

がやがて集団の感覚としての「それはこうである」

としての一般的な理解を助長するとした。アイデ

ンティティは、そうしてレベル間でリンクすること

で、個人、集団、組織のそれぞれでその意味が確認

されて理解が促されるとした。

以上から、組織アイデンティティの形成を研究す

るための重要な視座として以下を指摘することが

できる。

(1) 複数の段階で構成される全体的なプロセス（ま
たは長期的な時間経過をともなう組織アイデ

ンティティの開発、強化、変更のプロセス）

(2) アイデンティティ・コンテンツの観点からの内
部プロセス

(3) アイデンティティのセンスギビングとセンス
メイキングの相互作用と共進化

Gioia et al.（2013）は、さらに、次の事項を検討す
ることが将来的な課題になるとした。

(A) 組織アイデンティティ形成の「深いプロセスと
は何か」、その 「どのように」「何を」「なぜ」

がどのように結びつくのか

(B) 組織アイデンティティ形成において多様なコ
ンテクストが果たす役割

したがって、組織をとりまく外部のみならずそ

れが生み出すコンテクストも研究の範囲に含みな

がら、縦断的姿勢を示しつつも、内部についても考

察・検討を行うことで、組織アイデンティティ形成

の複雑なプロセスを解明することが要求されてい

るということができる。

そこで、本論文では、Gioia et al.（2010）と同様に
単一の組織に焦点を合わせるものの、兼松エンジ

ニアリングの創業から今日までの 50年にわたる組
織アイデンティティの段階的で継続的な構築のプ
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ロセスを縦断的に記述する。その際に、同社のアイ

デンティティ・コンテンツがどのようなもので、な

ぜ、そしてどのように形成されたのかを、組織の内

部におけるセンスギビングと、組織の内部のみなら

ず外部によるセンスメイキングと、両者の相互作用

および共進化の観点から説明する。それに対する

コンテクストの影響を考慮しつつ、組織アイデン

ティティ形成の「どのように」「何を」「なぜ」がど

のように結びついたのかを詳細に述べる。

Hatch & Schultz（2002）は、組織アイデンティティ
が、組織イメージや組織文化との相互作用から動

的に形成されるとした（福島・熊澤, 2017）。そのた
めに、Mead（1934）の社会的自我論における主我
（I）と客我（me）の関係性の議論を拡張して、組織
アイデンティティのダイナミクスを示そうとした

（Hatch & Schultz, 2002）。ここで、Meadのいう客我
（me）とは他者の期待をそのまま取り入れた自我の
側面のことであり、主我（I）とはそれに反応する自
我のことである（船津, 2000）。

Hatch & Schultz（2002）は、組織としての客我を
「組織イメージ（図 1の Image）と組織アイデンティ
ティ（図 1の Identity）の相互作用」という形で表現
した。組織アイデンティティは他者のイメージを

取り入れつつ、他者に印象を与えるとして、その一

連のプロセスを組織的な客我であるとした。一方、

組織の客我に反応する主我を「組織アイデンティ

ティ（図 1の Identity）と組織文化（図 1のCulture）の
相互作用」の形で表現した。組織アイデンティティ

は、内省によって組織文化に埋め込まれ、文化的理

解の表出として現れるとし（佐藤, 2013）、その一連
のプロセスを組織的な主我であるとした。

Hatch & Schultz（2002）は、組織アイデンティティ
のダイナミクスで断絶が生じた際に、組織は機能

不全に陥るとした（福島・熊澤, 2017）。組織アイデ
ンティティが組織文化のみと相互作用を繰り返す

と組織は自己陶酔に陥る。一方、組織アイデンティ

ティが組織イメージのみと相互作用をすると過剰

適応がなされる。

Hatch & Schultz（2002）は、上述したように、組
織アイデンティティ形成のダイナミックなモデル

を提示するとともに、それが機能不全に及ぶ可能性

があることを指摘した。しかし、その理論的な面と

実証的な面における説明が十分ではない（福島・熊

澤, 2017）。Mead（1934）の社会的自我論からのモデ
ルの導出プロセスにおいて、理論的な検討が十分に

なされていない。また、当該モデルを用いた事例の

分析や実データによる検証もなされていない。

Mead（1934）は、人間が内省的になることで、自
己を持つとともに、自己と相互作用をすることがで

きるとした（Blumer, 1969,邦訳書 pp. 79-80）。それ
は、自分が直面したものを解釈しつつそれに基づい

て自己の行為を組織立て世界に対処することに及

ぶ。そうしたMead（1934）の社会的自我論に依拠
することで、自己の内部のみならず外部との相互作

用と外部への行為を前提とした自己の形成と変革

について発展的に議論することが可能となる。

そこで、本論文では、Hatch & Schultz（2002）と
同様に、自己の 2つの側面である客我（me）と主我
（I）を導入して、組織アイデンティティの形成につ
いて検討する。しかし、Hatch & Schultz（2002）と
は異なり、Mead（1934）の社会的自我論から組織的
自我論を忠実に導出するとともに、それを用いて組

織アイデンティティの形成のみならず戦略的行為

へと及ぶダイナミクスの説明を試みる。さらに、兼

松エンジニアリングという実在する企業の事例を

用いて、組織的自我論の構造や特徴を具体的かつ詳

細に述べる。

以上から、本研究の特徴は、Gioia et al.（2010）や平
澤（2013）よりも長期間にわたる組織アイデンティ
ティ形成のプロセスを対象とし、複数の段階にまた

がる組織アイデンティティの継続的構築のプロセ

スを縦断的に記述したことである。また、Gioia et
al.（2013）の指摘する将来的課題に対応するべく、
アイデンティティ・コンテンツの形成にまつわる内

部プロセスを分析する際にコンテクストの影響を

考慮したことである。さらに、組織の外部を明確に

位置づけるとともに、組織内外でのセンスギビング

とセンスメイキングの相互作用を説明しようとし

たことである。本研究では、それらを統一的に論じ

るために、G. H. Meadに端を発する社会的自我論を
導入するとともに、そこから組織的自我論を導出し

て事例分析のフレームワークとして用いた。それ

も本研究の大きな特徴であるということができる。

3.研究方法

本研究では、本論文の冒頭に示した研究設問「組

織がアイデンティティ・コンテンツをどのようにし

て、そしてなぜ継続的に構築するのか」に対応する

理論仮説を導出することで、組織アイデンティティ

の形成にまつわる研究分野に対して理論的貢献を

図ることにした。その際に、先行研究のレビューか

ら、組織アイデンティティの形成を研究するため

の「3つの視座（第 2節の (1)～(3)）」と、「2つの将
来的課題（第 2節の A)と B)）」を設定し、それを青
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図 1.組織アイデンティティのダイナミクスモ
デル

（出所） Hatch & Schultz（2002, p. 991）の Figure 1

写真としてケーススタディを行うことにした（Yin,
1994, p. 39）。
本研究では、ケーススタディのための分析単位を

設定するべく（Yin, 1994, p. 34）、Mead（1922; 1934）
に端を発し船津（2000）が発展させた社会的自我論
から組織的自我論を導出した。それを理論枠組み

（分析のフレームワーク）として導入するとともに、

その構成要素を分析単位とみなしてケーススタディ

を実施することにした（野村, 2017, p. 74）。その際
に、極端あるいはユニークなケースを選択して単一

のケーススタディとして適切な設計となることを

心がけた（Yin, 1994,邦訳書 p. 54）。
本研究では、そうしたケーススタディの対象とし

て、高知県に本社と生産拠点を有し、日本国内の産

業廃棄物向け強力吸引車のニッチ市場で持続的競

争優位を発揮している兼松エンジニアリングの単

独事例を選択した。それは、同社が、創業時から現

在にかけてユニークなアイデンティティを形成さ

らには発展させつつ継続的に構築し、それを源泉

として長い時間をかけて市場で持続的競争優位を

築いてきたからである。同社の事例を分析するこ

とで、上述した 3つの視座のもと 2つの課題にアプ
ローチをすることが期待できるからである。した

がって、本研究では、兼松エンジニアリングの事例

が、要因と結果がともに顕著である極端あるいはユ

ニークな事例であるとともに、組織的自我論をテス

トするための決定的な事例であるとみなして、単一

ケース設計に相応しいと考えた（Yin, 1994, p. 54;野
村, 2017, p. 50）。
兼松エンジニアリングの事例研究では、関係者に

対して実施したインタビューの記録としての一次

情報と、同社の社史やホームページと同社が公開し

表 1.インタビュー調査の概要
実施日 場所 対象者

2018年
11月 15日

兼松エンジニア

リング (株)南国
市明見工場およ

び eセンター

工場見学の対象者、

事業説明と Q&Aの
対応者

2019年
7月 10日

車両設計・組立を担

当する技術者 2名

（出所）著者作成

ている各種企業情報および同社にまつわる新聞や

雑誌の記事などの二次情報を収集して総合的に活

用した。インタビュー調査では、あらかじめ決めら

れた質問項目に基づいて質問を行ったが、回答の内

容に応じてより深く質問していく非構造化インタ

ビューを実施した。インタビュー調査の概要を表 1
に示す。

本研究では、兼松エンジニアリングの事例を組織

的自我論に基づいて分析したあと、上記 3つの視座
と 2つの課題の観点からさらなる考察を行った。そ
うして得た考察結果に対して分析的一般化を行う

ことで研究設問に対応する理論仮説を導出するこ

とにした。

4.社会的自我論

本節では、本論文で導出する組織的自我論のベー

スとなる社会的自我論の構造とダイナミクスを概説

する。さらに、その中核概念のモデル化を試みる。

その際に、社会的自我論の概念として、G. H. Mead
に端を発し、船津（2000）によって一貫した解釈が
なされ発展されたものを用いる5。

Meadは、人間には他者とかかわって共に生きる
「社会的存在」としての側面があるだけでなく、社会

にある問題と相互作用しつつそれを解決する「創造

的存在」としての側面があると考えた（船津, 2000,
p. 43）。そして、人間を（対象化された）自己を持っ
た存在であるとみなし、人間がそれで自分自身に

ついての認識を持つとともに自分自身との相互作

用を行うとした（Blumer, 1969,邦訳書 p. 79）。自我
は、そうして内省的になることによってのみ、自分

自身に対して作用することができ、自己となること

ができる（Blumer, 1969,邦訳書 p. 80）。船津は、そ
うしたMeadの考えを踏まえつつ、人間が他者の観
点から自己を省みて自己のあり方を検討する内省

的思考を行い、そこから新しい状況を生み出し問題

的状況を乗り越えようとする創発的内省性を発揮

5船津（2000）の他に、James（1892）、Blumer（1969）、椎野
（1978）、徳川（1993）、片桐（2011）などによる解釈も用いて、
社会的自我論を総合的に説明する。
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図 2.社会的自我論の中核概念図
（出所） Mead(1922; 1934)と船津 (2000）に基づい
て筆者作成

するとした（船津, 2000, p. 50）。
起業家は、自身のアイデンティティを原初的な組

織アイデンティティとして形成し、それを源泉と

しつつ事業創造ひいては創業、さらには組織の創

設と戦略の創造を段階的に行うことがある（Navis
& Glynn, 2011）。起業家は、それぞれの段階におい
て、内省的思考はもちろんのこと創発的内省性を示

しつつアントレプレナーシップを発揮することが

ありうる。そのため、社会的自我論として、船津に

よって内省的思考や創発的内省性の観点で発展さ

れたものをベースとして用いることにした。そう

した社会的自我論の中核概念をモデル化したもの

を図 2に示す。以下では、図 2を適宜参照しながら
社会的自我論の構造とダイナミクスを述べる。

Mead（1934）は、社会が人間の自我に先行して存
在し、自我が他者とのかかわりから事後的で社会的

に形成されるとする社会的自我論を提唱した（船

津, 2000, pp. 43-44）（図 2の (1)と (2)）。Meadの社
会的自我論では、人間は、同一社会の他の成員の観

点から、自分を「自己を持った存在」として経験す

る（船津, 2000, p. 44; Blumer, 1969, 邦訳書 p. 79）。
そうした社会的自我論は、同一社会の成員としての

他者とのコミュニケーションまたは相互作用の観

点（図 2の aと c）から自我の社会性を捉えようと
したものである（Mead, 1922；船津, 2000, p. 45；椎
野, 1978, p. 44）。

Mead（1934）は、人間の自我が他者の役割取得（role
taking）を通じて社会的に形成されるとした（船津,
2000, p. 44）。ここで、役割取得とは、他者の態度
の取得のことであり、他者の立場に立って自己を反

省的に眺めることである（片桐, 2011, p. 68）。人間
は、それで自分のあり方を理解するようになる（船

津, 2000, p. 44）。人間は、また、成長するにつれて、
複数の他者の多様な期待に直面するものの、それを

まとめあげつつ組織化し一般化することで「一般化

された他者（generalized other）」の期待を形成する
（船津, 2000, p. 44）。そうした期待は、個人にとっ
て、やがて社会全体の態度に発展しつつ、自我の拡

大に影響を及ぼす。

Mead（1934）によれば、そのような社会性を有す
る人間の自我は、客我（me）と主我（I）の二つの
側面を持つ（船津, 2000, p. 48）（図 2の (1)）。ここ
で、客我（me）とは他者の期待をそのまま取り入れ
た自我の側面であり、主我（I）とはそれに反応す
る自我の側面である。Mead（1934）によれば、主我
（I）は自我の積極的な側面を表し、人間の個性や独
自性を示し、新しいものを生み出す（船津, 2000, p.
48）。したがって、主我（I）は、選択し、記憶し、評
価し、判断し、総合する主体でもある（船津, 2000,
p. 48）。

Mead（1922）は、人間が行うコミュニケーション
が、「意味のあるシンボル（significant symbol、図 2
の (3)）」によって媒介されるとした（船津, 2000, p.
45）。ここで、意味のあるシンボルとは、他者にも自
己にも同一の反応を引き起こしうる言葉（主に音声

のこと）やジェスチャ（目による一瞥から反応にま

でいたる肉体の態度のこと）を指す（船津, 2000, p.
45）。そうした意味のあるシンボルを用いたコミュ
ニケーションでは、送り手としての自分と受け手と

しての相手の両方とも意味が分かることから、外

的および内的の二重のコミュニケーションが引き

起こされる（船津, 2000, p. 45）（図 2の a～c）。ここ
で、外的コミュニケーションとは、社会における他

者と自己とのコミュニケーションのことである（図

2の aと c）。一方、内的コミュニケーションとは、
自己の内部におけるコミュニケーションのことを

いう（図 2の b）。
Mead（1934）のいう二重のコミュニケーションで
は、上述のように意味が分かることから、人は「他者

の反応」と「自己の反応」および「それらの関係」の

それぞれを意識することが可能となる（船津, 2000,
p. 45）。したがって、人間は、内的コミュニケーショ
ンにおいて、他者の反応（相手がどう反応するのか）

だけでなく、自己の反応（自分がどう反応すべきか）

についても考えを巡らす（船津, 2000, p. 50）。それ
は、内的コミュニケーションにおいて、自己のあり

方を検討する内省的思考（reflexive thinking）がなさ
れることを意味する（船津, 2000, p. 50）。ここで、
他者の期待を「外的コミュニケーションにおける他

者の反応とその内容」であるとすると、それは図 2
の aに示すように、意味のあるシンボルを介して客
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我（me）に映し出される。そうした客我（me）に対
して、主我（I）が反応するとき（図 2の b）、他者の
観点から見た自己のあり方を内省することになる。

他者の態度や期待（図 2の (2)）が意味のあるシン
ボル（図 2の (3)）を介した外的コミュニケーショ
ン（図 2の a参照）によって客我（me）に投影され
ると、主我（I）は内的コミュニケーション（図 2の
b）からそれらを解釈するとともに自己を修正した
り再構成したりする（船津, 2000, p. 50）。それは、
自我の積極的な側面である主我（I）が、客我（me）
に対する創造的・変革的な主体となることを意味す

る（片桐, 2011, p. 68）。片桐（2011）によれば、客我
（me）とは対象化された自己のことであり、主我（I）
は行為する過程としての自己のことでもある（片

桐、2011：68）。したがって、人間の自我は社会的
に構成されるものの、人は自我を主体的に形成する

ことができるのである（船津, 2000, p. 46）。
上述したように主我（I）が客我（me）に反応し
て内省がなされる際に、自己と他者の関係が再構成

されて、新たな行為（意志や目的をもった行い、図

2の c）の可能性が追求される（船津, 2000, p. 50）。
その際、主我（I）によって、既存の自我のあり方が
見直され、修正や変更が施されつつ再構成が促され

ると、既存の自己を超えた新たな自己が生み出され

る（船津, 2000, p. 49）。そうした働きをする主我（I）
は、人間の自己内省による新たなものの創出という

意味から創発的内省性（emergent reflexivity）を発揮
するということができる（船津, 2000, p. 50）。それ
が、社会で出会う問題的状況の克服を図り、新たな

状況を生み出しうることから（船津, 2000, p. 48）、
人間には、問題に出会い問題を解決する創造的存在

としての側面があると考えることができる（船津,
2000, p. 43）。
上述したように、客我（me）と主我（I）のダイナ
ミクスは、内省的思考によって新たな自己を生み出

し、創発的内省性から社会に対する新たな行為や問

題的状況の克服を促すことから、自我をリフレク

ティブに再構成しうる（徳川, 1993, p. 23）。そうし
たリフレクティブな自我は、過去の行為に遡及しな

がら現在の行為を生み出し、それを繰り返すことに

なる（図 2の a→ b→ c→ a……の循環）。したがっ
て、リフレクティブな自我による行為の連鎖として

の相互作用は、過去の行為と関係性を持ちながら

意味を創造し、更新し、変更していくため（徳川 ,
1993, p. 24）、人間は創造的存在としての側面を持
ちうるのである。
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図 3.組織的自我論の中核概念図

（出所）組織的文脈での図 2の変換として筆者作成

5.組織的自我論

本研究では、前節で述べた（個人の視点からの）

社会的自我論に依拠して、社会におけるさまざまな

他者の存在を前提としつつ「組織としての自己」の

構造とダイナミクスを説明するための組織的自我

論を導出した。それを事例分析のためのフレーム

ワークとして用いるべく中核概念をモデル化した

（図 3参照）。以下では、図 3のモデルを適宜参照し
つつ組織的自我論の構造とダイナミクスを述べる。

5.1 構成要素の対応付け
本論文では、社会的自我論を組織的自我論へ拡張

するにあたって、まず、構成要素のレベルで対応付

けを行う（表 2参照）。すなわち、「個人の自己」を
「組織としての自己」（図 3の (1)）に、「社会」を「市
場」（図 3の (2)）に、「他者（同一社会の成員）」を
「他者である買い手（顧客を含む）、競争相手、売り

手（協力業者を含む）など」にそれぞれ対応付ける

（表 2参照）。この場合の買い手、競争相手、売り手
は、Porter（1980）の five forces（5つの競争要因）の
構成要素（図 4参照）と同様であるとする。なお、
意味のあるシンボル、客我（me）、主我（I）の対応
付けについては後述する。

本論文では、新市場創出のケースでも、Meadの
社会的自我論と同様に、組織よりも前に市場が存在

するとみなす。ここで、新市場創出とは Druckerの
いう顧客の創造である（Drucker、1964）とすれば、
その対象となる潜在的な顧客はもともと市場に存

在すると考えることができる。したがって、新市場

創出のケースであっても、広い意味での市場がすで

に存在しており、そこで潜在的な顧客としての買い

手がすでにいることから、組織よりも市場が先に存

在すると考えることが可能となる。
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表 2.社会的自我論と組織的自我論の構成要素
レベルの対応付け
社会的自我論 組織的自我論

社会（コミュニティ） 市場（業界および業界構造）

他社（同一社会の成員） 買い手、競争相手、売り手

自己（self） 組織（organization）

意味のあるシンボル 製品（設計とアーキテクチャ）

客我（me） 組織アイデンティティ（us）

主我（I） 組織的主我（we）

他社と自己との

外的コミュニケーション

市場にいる他者と組織との

外的コミュニケーション

客我（me）と主我（I）の
相互作用としての

内的コミュニケーション

組織アイデンティティ（us）と
組織的主我（we）の相互作用と
しての内的コミュニケーション

（出所）筆者作成
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図 4. 5つの競争要因

（出所） Porter（1980, p. 18）の図表 1-1

5.2 意味のあるシンボルとしての製品
組織的自我論では、社会的自我論における「意味

のあるシンボル」に対して「（製品設計および製品

アーキテクチャを有する）製品」を割り当てる（図

3の (3)）。本論文では、組織にとってのシンボルと
して、音声を含む言語的シンボルやジェスチャとし

ての行為的シンボルのみならず、制作物である製品

やロゴとしての物理的シンボルまで幅広く捉える

ことにした（坂下, 2002, p. 163）。その上で、次の理
由から、意味のあるシンボルとして、「（製品設計お

よび製品アーキテクチャを有する）製品」を位置づ

けることにした。

藤本（2003）は、製品が設計情報の創造によって
開発されるとした。そして、製品は基本コンセプト

として設計構想を有しており、それは製品アーキテ

クチャの選択を意味するとした。藤本ほか（2001）
によれば、製品アーキテクチャとは、製品機能と製

品構造のつなぎ方、および部品と部品のつなぎ方に

関する基本的な設計思想のことである。そうした

製品アーキテクチャには、大きく、「製品ごとに部

品やその接合部（インターフェース）を最適設計し

て製品全体の性能向上をはかるインテグラル型（す

り合わせ型）」と、「製品機能と部品が一対一で対応

付けられており、インターフェースが標準化されて

いて、部品の組み合わせで製品を構成できるモジュ

ラー型（組み合わせ型）」の二つのタイプが存在す

る（藤本ほか, 2001）。本論文では、以上を前提とし
つつも、製品アーキテクチャを、機能と構造のつな

ぎ方や部品間のつなぎ方にまつわる設計思想のこ

とであるとみなす。

藤本（2003）は、製品の競争力とは、売り手であ
る企業が発信する製品に関する情報の束（すなわち

製品設計と製品アーキテクチャの組み合わせ）が、

顧客を説得しかつ納得させる力のことであるとし

た。そして、製造企業が製品を売るということは、

本質的には製品設計情報というメッセージの「発

信」にほかならないとした。本論文では、こうした

藤本（2003）の解釈から、組織（特に製造企業）は、
製品設計と製品アーキテクチャを内包する製品を

介して、組織と市場の間で外的と内的の二重のコ

ミュニケーションを行いつつ製品開発さらには市

場での調達、販売、競争としての事業活動を行って

いると考える。

5.3 組織的客我（us）と外的コミュニケーション
組織的自我論での外的コミュニケーション（図 3
の a および c）とは、組織としての自己（図 (2) の
(1)）と、市場にいるステークホルダーとしての他者
（買い手、競争相手、売り手など）（図 3の (2)）のコ
ミュニケーションのことである。その場合、ステー

クホルダーの反応としての態度や期待が、意味のあ

るシンボルとしての製品（図 3の (3)）を介して、組
織としての客我（us）（図 3の (1)）に投影される（図
3の a）。ここで、組織的客我（us）とは、組織アイ
デンティティのことであると考える（図 3の (1)）。
したがって、組織的自我論では、ステークホルダー

の態度や期待が、意味のあるシンボルとしての製品

を介した外的コミュニケーションによって、組織ア

イデンティティに投影されることになる。

社会的自我論の基盤となっている James（1892）の
「社会的客我（social me）」の概念では、客我（me）
とは、「知られるものとしての自我（self as known）」
または「経験的自我（empirical self）」のことである
（船津, 2000, p. 41）。そして、Meadのいう客我（me）
とは対象化された自己のことであり、主我（I）と
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は行為する過程の自己のことである（片桐, 2011, p.
68）。一方、（個人の）アイデンティティとは、対象
化された自我のことであり、経験的にとらえられ

た自我のことである（船津, 2000, p. 52）。したがっ
て、これら三つの説明から、社会的自我論における

客我（me）とは、アイデンティティことでもあると
いうことができる。その場合の役割取得とは、一般

化された他者の期待や態度が対象化された自己と

してのアイデンティティに投影され、主我による反

応から自我に内在化されることであるということ

ができる。

そこで、本論文では、個人の客我（me）に対応す
る組織としての客我として、個人のアイデンティ

ティのアナロジーから組織のアイデンティティを

位置づける。そうした組織アイデンティティとは、

Albert & Whetten（1985）の定義に基づくものである
とする。そうすると、組織的自我論でも、一般化さ

れたステークホルダーとしての他者の態度や期待

が、意味のあるシンボルを介して組織的客我（us）
としての組織アイデンティティに投影され、ひいて

は役割取得としての内在化が生じると考えること

ができる。

ただし、本論文では、原初的な組織アイデンティ

ティとして、創業者のアイデンティティ（founder’s
identity）もしくは起業家のアイデンティティ（en-
trepreneurial identity）を考慮することがある。それ
は、アイデンティティ形成のプロセスの最初のス

テップが、創業者による組織の初期的なアイデン

ティティの主張の明確化となることがある（Gioia
et al., 2010）からである。また、起業家は、既存の
組織が存在せず、製品、サービス、戦略、運営シス

テム、または文化が存在する前に、自身のアイデン

ティティを形成し、それらの源泉とすることがある

からである（Navis & Glynn, 2010）。
そこで、本論文では、創業者のアイデンティティ

もしくは起業家的アイデンティティの定義として、

次の Navis & Glynn（2011）のものを用いる。それ
は、「これが私達だ（who we are）」へのファウンダー
レベルの主張と、「これが私達のすることだ（what
we do）」への新しいベンチャーレベルの主張のこと
である。こうしたNavis & Glynn（2011）による定義
を採用する理由は、「これが私達だ（who we are）」へ
のファウンダーレベルの主張が、やがて、「我々は

どのような存在であるか（Who are we?）」と「我々
は何になりたいか（What do we want to be?）」への
組織的な主張へと発展し、「これが私達のすること

だ（what we do）」への新しいベンチャーレベルの主

張が「我々はどのようなビジネスを行っているか

（What kind of business are we in?）」への組織的な主
張へと発展することがあると考えられるからであ

る。このため、本論文では、起業家的アイデンティ

ティ（もしくは創業者のアイデンティティ）を原初

的な組織アイデンティティとして位置づける。

5.4 組織的主我（we）と内的コミュニケーション
組織的自我論では、社会的自我論における主我

（I）に対応するものとして、アナロジーから組織的
主我（we）（図 3の (1)）を位置づける。Mead（1934）
によれば、主我（I）は、自我の積極的な側面を表し、
選択し、記憶し、評価し、判断し、総合し、新しい

ものを生み出すものである（船津, 2000, p. 48）。ま
た、James（1892）は、社会的客我論において、主我
（I）とは、知るものとしての自我であり、純粋自我
であるとした（船津, 2000, p. 41）。したがって、組
織的自我論では、組織レベルの自己の積極的な側面

である組織的主我（we）が、組織レベルの知るもの
としての純粋自我であり、選択し、記憶し、評価し、

判断し、総合するとともに、新しいものを生み出す

主体であるとみなす。ただし、このままの形では、

実際の組織の事例の分析において、利用しづらいこ

とが予想される。そのため、本論文では、組織的主

我（we）をそのままの形で捉えるのではなく、「組
織アイデンティティとしての組織的客我（us）への
反応」の形で捉えることにする。

本論文では、そうした「組織的主我（we）による
反応」（図 3の b）とは、組織学習におけるシングル・
ループ学習やダブル・ループ学習（Kim, 1993）のこと
であるとする。Kim（1993）は、個人の学習と組織の
学習を明確に区別するとともに、その連関を示すモ

デルとしてObserve, Assess, Design, Implement-Shared
Mental Model: OADI-SMMを提唱した。OADI-SMM
では、個人と組織の両方でシングル・ループ学習だ

けでなく、ダブル・ループ学習が行われるとした（図

5参照）。ここで、シングル・ループ学習とは、すで
に獲得している考え方や行動の枠組みに基づいて

問題解決を図ることである（Argyris, 1976）。一方、
ダブル・ループ学習とは、既存の枠組みを問い直し

て、新しい枠組みを獲得することである。

組織的自我論における組織的主我（we）による反
応（図 3の b）では、シングル・ループ学習として
組織アイデンティティに照らした問題解決のみな

らず、ダブル・ループ学習として組織アイデンティ

ティを問い直すとともにその修正、変更、強化を伴

う再構築ひいては継続的形成が生ずると考える。そ

85



����

�
�
�

�
�
�
�
�
	
�

����

���
���	




�

�
�
�
�
�
	
�

Weltan-

schauung

��
�

����

�
�

���	


���

���−

���

	


��


���−���

	


��

��

��

�� ����	

���
�

�
�
�

���−���

	


��


����−

���

	


����−���

	

���

����−���

	


���Kim(1993)�Figure. 7

図 5.個人学習と組織学習の統合モデル

（出所） Kim（1993, p. 44）の Figure 7

れらは、組織的自己における内的コミュニケーショ

ンの際に、組織的客我（us）としての組織アイデン
ティティへの組織的主我（we）の反応としての相互
作用（図 3の b）によってなされる。そうした相互
作用によるダブル・ループ学習では、組織の既存の

あり方が見直され、修正や変更が施されて、再構成

が促される。それによって、既存の組織を超えた新

たな組織が生み出される可能性が高まる。本論文

では、その際に、組織的客我（us）としての組織ア
イデンティティの修正、変更、再構成としての継続

的な形成がなされることがあると考える。

5.5 組織的自我のダイナミクスによるアイデンティ
ティの継続的形成

図 3 に示した組織的自我論に基づく分析モデル
では、第 2節で指摘した組織アイデンティティ形成
の分析の視座である「(1)複数の段階で構成される
全体的なプロセス」「(2)アイデンティティ・コンテ
ンツの観点からの内部プロセス」「(3)アイデンティ
ティのセンスギビングとセンスメイキングの相互

作用と共進化」のいずれも説明することができると

考える。

本分析モデルでは、市場、他者、それらが生み出

すコンテクスト（図 3の (2)）と組織アイデンティ
ティ（図 3の (1)）の関係性のもとに、組織の外部と
内部の相互作用プロセス（図 3の a～c）によってア
イデンティティ形成の全体的なプロセスを表現す

ることができる。そうしたプロセスを顕著な組織

現象（例えば、創業や新しい戦略の策定とそれにと

もなう組織的遂行など）ごとに検討すれば、複数の

段階において形成される組織アイデンティティの

継続的構築のプロセスを全体的かつ縦断的に表現

することが可能となる。

本モデルは、また、組織アイデンティティの内容

にまつわる組織内部のプロセスを、組織の自我（図

3の (1)）における組織的客我（us）としての組織ア
イデンティティと組織的主我（we）の相互作用（図
3の c）として記述することができる。その際、組
織アイデンティティと組織的主我（we）の相互作用
として、アイデンティティ・コンテンツの観点から

内部プロセスを記述することになる。それは、市場

の他者の姿勢や期待（図 3の (1)）が外的コミュニ
ケーション（図 3の a）によって組織アイデンティ
ティに投影されると、それが契機となって内部プ

ロセスとしての内的コミュニケーションが生ずる

ようになるからである。それは、組織アイデンティ

ティの内容に照らした内部プロセスとみなすこと

ができる。

本モデルでは、さらに、外的コミュニケーション

（図 3の aと c）と内的コミュニケーション（図 3の
b）の組み合わせを用いて、アイデンティティのセ
ンスギビングとセンスメイキングの相互作用を説

明することが可能である。それは、外的と内的の二

重のコミュニケーションにおいて、他者と組織の両

方とも意味が分かる（センスメイキングがなされ

る）からである。その際、内省的思考によって新た

な自己が生み出され、創発的内省性から社会に対す

る新たな行為や問題的状況の克服が促されるとす

るセンスギビングがなされるからである。

図 3のモデルは、また、第 2節で指摘した組織ア
イデンティティの形成にまつわる将来的課題とし

ての「A) 組織アイデンティティ形成の「深いプロ
セスとは何か」、その「どのように」「何を」「なぜ」

がどのように結びつくのか」と「B) 組織アイデン
ティティ形成において多様なコンテクストが果た

す役割」のいずれへもアプローチすることを可能と

している。本モデルでは、市場、他者、それらから

生じるコンテクスト（図 3の (2)）の影響のもとで
（図 3の a）、組織的主我（we）によるダブル・ルー
プ学習（図 3の b）としての内省的思考や創発的内
生性を検討することで、組織アイデンティティ形成

の「深いプロセス」を分析することができる。その

繰り返し（図 3の a→ b→ c→ a→……）を考慮す
ることで、組織アイデンティティの形成にまつわる

「どのように」「何を」「なぜ」の結びつきを説明す
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ることが可能となる。そうした繰り返しにおける

社会や他者の役割を検討することで、多様なコンテ

クストが果たす役割を考察することが可能となる。

6.会社概要

本節では、次節以降の兼松エンジニアリングの事

例分析において参考となる情報を提供するべく、同

社の会社概要について述べる。

兼松エンジニアリングは、1971年 9月に高知県
高知市で創業された。同社は、現在も高知市に本社

を置き、高知県南国市に製造拠点を有して、従業員

数 217名、売上高 117億円、営業利益 10億円の規
模で環境整備用特装車の設計・製造ならびに販売・

技術サービスを実施している（兼松エンジニアリ

ング, 2020）。そうした同社の製品は、強力吸引作業
車、汚泥吸引作業車、定置型吸引機、高圧洗浄車、

ビルメンテナンス用清掃車、移動式汚泥脱水車、定

置式脱水機、粉粒体吸引・圧送車などで構成されて

いる（兼松エンジニアリング, 2021）。これらの製品
の主要な納品先は、産業廃棄物処理業者、鉄鋼メー

カー、電力会社、造船会社、国土交通省、NEXCO、
県市町村の自治体などになっている。

兼松エンジニアリングは、ベースとなる車両や汎

用部品を他のメーカーから購入しつつ、上述した特

殊な車両を顧客の注文に応じて組み立てるアセン

ブリメーカーである（第一勧銀総合研究所, 2001）。
そして、産業廃棄物や汚泥の回収に用いられる強力

吸引作業車・汚泥吸引作業車の製造販売を主力事業

としている。2020年 3月期の事業報告によれば、同
事業の売上高は約 81億円であり、総売上高の 69.4%
を占めていた（兼松エンジニアリング, 2020）。同社
のそうした産業廃棄物処理向け強力吸引作業車は、

日本国内の市場において、86%のシェアを占めてい
る（兼松エンジニアリング, 2021）。同社は、また高
圧洗浄車・ビルメンテナンス用清掃車の事業にも力

を入れている。同事業の 2019年度の売上は、約 17
億円となっており、総売上の 15%を占めていた（兼
松エンジニアリング, 2020）。同社の高圧洗浄車も
日本国内の市場において 73%という高いシェアを
誇っている。これらの製品は、東南アジア等海外で

も販売されており、現地のユーザーから高く評価さ

れている。

兼松エンジニアリングは、1975年のタイミング
に、強力吸引作業車の日本国内市場に後発の小規模

メーカーとして参入した。同社は、その後、先発大

手メーカーである新明和工業株式会社や極東開発

工業株式会社を押しのけて、高いシェアを獲得する

ようになった（山口, 2000）。同社がそうしてトップ
シェアを達成している主な要因として次の二つを

上げることができる。第一の要因は、上述した特装

車を製造する際に、さまざまな付加機能を連結して

車両に搭載することで顧客のニーズにきめ細かく

対応していることである6。同社の車両は、一台一

台仕様が異なるため、受注生産となっている。

第二の要因は、どの競争相手よりも、修理やメン

テナンスなどのアフターサービスに力を入れてい

ることである7。兼松エンジニアリングは、顧客で

ありユーザーでもある産業廃棄物処理業者が車両

の故障で日々の業務を停止する事態に陥ることが

ないように、連絡を受けた時点から半日以内に使え

るべく修理を行うサービス（以後、スピード修理と

略すこともある）を提供している（山口, 2000）。同
社は、そのために、全国をカバーするべく東東京支

店および西東京支店、東北・北海道支店、札幌営業

所、名古屋営業所、大阪支店、中四国支店、福岡支

店の 7つの支店・営業所を設け、そこに技術担当者
を配置するアフターサービス体制を構築している

（第一勧銀総合研究所, 2001）。各拠点では、技術者
が、定期的なサービスも行うようにして、ユーザー

の機械の調子を観察しつつ部品交換等のアドバイ

スも行っている（日本経済新聞、1998）。
それだけでなく、北海道エリアで 6社、東北エリ
アで 7社、関東エリアで 12社、甲信越エリアで 7
社、東海エリアで 10社、北陸エリアで 7社、近畿
エリアで 5社、中国エリアで 5社、四国エリアで 4
社、九州エリアで 8社の計 63社の協力工場からな
る K&E共栄会を組織して、修理体制を手厚くして
いる（兼松エンジニアリング, 2021）。その結果、顧
客から「兼松エンジニアリングのクルマは性能が抜

群だ」と評価され、「ここまでサービスをしてくれ

るのであれば今度から新しいクルマはおタクのに

しよう」と支持されるようになった（第一勧銀総合

研究所, 2001）。
競争相手の大手メーカーにとって、強力吸引作業

車は主力製品でないため、兼松エンジニアリング

が参入するまでアフターサービスが手薄であった8。

それに対して、兼松エンジニアリングは、産業廃棄

物処理用の強力吸引作業車の製造に主力事業を絞

り込むとともに（山口, 2000）、専業メーカーとして

6兼松エンジニアリングの明見工場の見学と聞き取りの記録
（2018 年 11 月 15 日）。

7兼松エンジニアリングの明見工場の見学と聞き取りの記録
（2018 年 11 月 15 日）。

8兼松エンジニアリングの明見工場の見学と聞き取りの記録
（2018 年 11 月 15 日）。
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小回りの利くサービスを展開することにした。そ

れが、同社の産業廃棄物処理向けの強力吸引作業車

の分野におけるニッチトップの達成と持続的競争

優位の確立の大きな要因となっている。

兼松エンジニアリングは、現在、「我々は、人に

やさしく、自然にやさしい、心豊かな活力ある技術

集団を目指す企業である」「我々は、特殊車両を顧

客の注文に応じて組み立てるとともに、修理やメン

テナンスなどのアフターサービスに力を入れてい

る」「我々は、社会や人々に貢献し、土佐にあって

土佐にない企業であり続けたい」（兼松エンジニア

リング, 2021）というアイデンティティを形成して
いる。同社は、こうした組織アイデンティティを源

泉として、組織の一体感を高めつつ、市場で競争戦

略を組織的に遂行しつつ強力吸引作業車や高圧洗

浄車の分野で持続的競争優位を確立している。

7.組織アイデンティティの継続的構築

兼松エンジニアリングは、表 3に示すように、原
初的なアイデンティティを創業時に形成した後、強

力吸引作業車の市場への参入、アフターサービスと

してのスピード修理を強化したビジネスシステム

の構築、持続的競争優位の確立の 3つの段階で組織
アイデンティティを継続的に形成した。以下では、

それぞれの戦略的段階において、図 3の組織的自我
論の中核概念図を分析のフレームワークとして用

いて、同社の組織アイデンティティ形成の全体的な

プロセスを記述する。各段階では、組織的自我論の

構成要素である「組織的客我（us）（すなわち組織
アイデンティティ）と組織的主我（we）で構成され
る組織としての自己（図 3の (1)）」、「ステークホル
ダーとしての他者（図 3の (2)）」、「（製品としての）
意味のあるシンボル（図 3の (3)）」、「外的コミュニ
ケーション（図 3の aおよび c）」、「内的コミュニ
ケーション（図 3の b）」を分析単位として同社の組
織アイデンティティ形成の事例を整理する。

7.1 強力吸引作業車の市場への参入の段階における
アイデンティティ形成

兼松エンジニアリングは、創業者らが、1971年 6
月に空調機開発のための研究所を高知市高須で設

立したことに端を発する（日経産業新聞, 1983）。創
業者の一人である大谷昌永は、地元の東洋電化工業

でプラント建設に携わっていたが、そこを退職して

独立することにした。そして、同年の 9月に、強力
水冷式クーラーである「クールスパウト」の開発に

成功して、同製品を製鉄所に納入するとともに（兼

松エンジニアリング, 2001, p. 1）、兼松エンジニア
リングを設立した（兼松エンジニアリング, 2021）。
創業者らが水冷式クーラー製品を開発した理由

は、鋳物工場や製鉄所における高熱作業の現場で

人々が高温や粉塵に苦しむという（ネガティブなコ

ンテクストとしての）状況をなんとかしたいと思っ

たからである（兼松エンジニアリング, 2001, p. 1）。
それで、創業者らは次の原初的な組織アイデンティ

ティを形成した（表 3の①参照）。
これが我々だ：「我々は、工場向け空調機のメー

カーである」

これが我々のすることだ：「我々は、水冷式クー

ラーを製造して鋳物工場や製鉄所などに販売する

事業を行う」

それは、同社にとって、組織的な自己を構成する

初期的な客我（図 3の (1)）となった。
したがって、創業時は、同社にとって、高温にな

りやすく、粉塵の発生しやすい工場がメインの顧客

となった。その経営者やそこで働く人々が同社に

とってのステークホルダー（図 3の (2)）となった。
しかし、強力水冷式クーラーのクールスパウトは結

局のところ 5台ほどしか売れなかった（高知新聞,
2016）。それは、同製品が、ステークホルダーであ
る顧客から、広く要望されなかったことを意味す

る。それが、同社にとって、予想に反したコンテク

ストになった。

そこで創業者らは、「このままでは行き詰まって

しまう、なんとかせないかん」と内省した（高知新

聞, 2016）。そして、クーラーのモーターを逆に回す
と空気を吸うことに気づいて吸引機を試作し、ス

テークホルダーとしての他者（図 3の (2)）である
納入先の工場に提案することにした。兼松エンジ

ニアリングは、それをきっかけとして、強力吸引機

に注力するようになり、やがて移動可能な強力吸引

作業車を開発するようになった。したがって、この

時点で、強力な吸引機能を有するモーターが同社に

とっての中核的な部品となり、それを搭載した据え

置き型の製品や移動を可能とする作業車としての

製品が同社にとっての意味のあるシンボル（図 3の
(3)）となった。
創業者の一人の大谷が、吸引機を開発して、納入

先に見せたところ、「移動が不便なので、車に載せ

られないか」という要望があった（高知新聞, 2016）。
それは、意味のあるシンボル（図 3の (3)）として
の吸引機のプロトタイプを介した双方向の外的コ

ミュニケーション（図 3の aと c）となった。そうし
た外的コミュニケーションは、強力水冷式クーラー
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のクールスパウトが思ったほど売れなかったこと

（あるいはあまり要望されなかったというネガティ

ブなコンテクスト）に端を発する。それは、ステー

クホルダーとしての他者（図 3の (2)）である顧客
やユーザーから兼松エンジニアリングに向けた外

的コミュニケーション（図 3の a）でもあるという
ことができる。それがきっかけとなって、両者で上

述した双方向の外的コミュニケーション（図 3の a
および c）が生ずるようになった。
創業者らは、創業時に工場向けの空調機のメー

カーとなることを志したが、それが広く売れなかっ

たために、自分たちのあり方を見直した。それは、

組織的客我（us）としてのアイデンティティ（図 3
の (1)）に照らした内省的思考からのダブル・ルー
プ学習すなわち組織的客我（us）に対する組織的主
我（we）の反応（図 3の b）となった。その結果、同
社は、モーターの空気を吐き出す機能ではなく、空

気を吸い込む機能に着目した。それで、工業用大型

掃除機の「クリーナップスパウト」を 1972年 4月
に開発し、同年 7月に新日本製鉄株式会社へ納入し
た（兼松エンジニアリング, 2001, p. 1）。空気を吸い
込むクリーナップスパウトは、冷気を吐き出すクー

ルスパウトのモーターを逆回転するという発想か

ら生まれた。同製品は、ショットブラストによる加

工後の砂を効率よく回収できる据え置き型の吸引

機であり、後の強力吸引作業車の先駆となった。

兼松エンジニアリングは、それから 1974年にか
けて、土木工事現場で使用できる車搭載強力吸引

機（兼松エンジニアリング, 2001, p. 2）、回収物の
運搬と排出を容易にするレシーバータンク（Ibid, p.
2）、産業用エンジン駆動の移動型強力吸引機（Ibid,
p. 3）、集塵効果の高い強力吸引機（Ibid, p. 4）、移動
型多目的吸引機（Ibid, p. 5）などを次々と開発し、
顧客へ納入した。そして、同社は、吸引機をトラッ

クシャーシへ架装した超強力吸引作業車「バキュー

ムコンベヤ」を 1975年 1月に開発し、同年 3月に株
式会社高橋組へ納入した（Ibid, p. 6）。同製品は特
装車として受注した第 1号車となった。こうした連
続的な製品リリースは、同社の組織的自己（図 3の
(1)）がステークホルダーとしての他者（図 3の (2)）
である顧客に対して、意味のあるシンボルである吸

引機や吸引作業車としての製品（図 3の (3)）を介
して、外的コミュニケーション（図 3の c）を行っ
たことを意味する。それは、同社が強力水冷式クー

ラーの製品化を見直し、その逆転の発想で強力吸引

機や強力吸引作業車を創造して創発的内省性を発

揮した結果でもあった。同社は、そのタイミングで

強力吸引作業車の市場に参入することになった。

そして、兼松エンジニアリングは、強力吸引作業

車の日本国内市場への参入をきっかけとして、次の

組織アイデンティティを形成した（表 3の②参照）。
我々はどのような存在であるか：「我々は、産業廃

棄物に特化した強力吸引作業車のメーカーである」

我々はどのようなビジネスを行っているか：「我々

は、顧客のニーズに応じて強力吸引作業車を組み立

て、納入後は修理にも応じる」

我々は何になりたいか：「我々は、強力吸引作業

車の市場でシェアを獲得して、発展を遂げるメー

カーになりたい」

そうした組織アイデンティティは、同社にとって

新しい組織的客我（us）となった（図 3の (1)）。同
社は、創業時に原初的なアイデンティティを形成し

たものの、ステークホルダーとしての他者である顧

客（図 3の (2)）との外的コミュニケーション（図 3
の aおよび c）をもとに、上述した内省的思考をと
もなう内的コミュニケーション（図 3の b）からの
ダブル・ループ学習によってそれを見直して組織ア

イデンティティを発展させたのである。

7.2 スピード修理のビジネスシステム構築の段階に
おける組織アイデンティティの形成

兼松エンジニアリングは、1975年に、バキューム・
コンベヤを開発し（兼松エンジニアリング, 2001）、
顧客に納入したことを契機として、強力吸引作業

車の市場に参入した（山口, 2000）。それによって、
事業内容を創業当初の工場向け空調機の開発・販売

から、強力吸引作業車への開発・販売へとシフトし

た。その結果、同社は、創業時に形成した原初的な

アイデンティティ（表 3の①）を改める形で組織ア
イデンティティ（表 3の②）を形成し、組織的自己
における客我（図 3の (1)）として対象化した。
兼松エンジニアリングが参入した強力吸引作業

車の市場には、すでに 7～8社ほどの大手メーカー
が存在していた（日本経済新聞, 1998;山口, 2000）。
したがって、同社は、新規参入のため知名度がな

かっただけでなく、競争相手よりも規模が小さく、

創業して 10年足らずなため資源も乏しかったので、
圧倒的に不利な状況にあった。それで、同社にとっ

て、競争相手としての大手メーカーが、ステークホ

ルダーとしての他者（図 3の (2)）となった。また、
同社が小規模メーカーでありながら最後発で同市

場に参入したものの、先発の大手メーカーに対して

不利な状況にあったことが、ネガティブなコンテク

ストになった。
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表 3.兼松エンジニアリングの組織アイデンティティの継続的構築（2001; 2021）、日経産業新聞（1983）、
山口（2001）、高知新聞（2016）をもとに筆者作成
戦略的段階 これが我々だ これが我々のすることだ

①創業時（創業者の

アイデンティティ）
我々は、工場向け空調機のメーカーである

我々は、水冷式クーラーを製造して

鋳物工場や製鉄所などに販売する事業を行う

戦略的段階 我々はどのような存在であるか
我々はどのようなビジネスを

行っているか
我々は何になりたいか

②強力吸引作業

の市場への参入

我々は、産業廃棄物に特化した

強力吸引作業車のメーカーであ

る

我々は、顧客のニーズに応じて強

力吸引作業車を組み立て、納入後

は修理にも応じる

我々は、強力吸引作業車の市場で

シェアを獲得して、発展を遂げる

メーカーになりたい

③スピード修理の

ビジネスシステムの

構築

我々は、ユーザーニーズの追い

求めて、新しいことに挑戦する

会社である

我々は、顧客のニーズに適合する

高性能な強力吸引作業車の製品を

製造・販売し、スピード修理のア

フターサービスも提供する

我々は、強力吸引作業車の市場で

シェア１位を達成し続けて、持続

的競争優位を発揮する企業になり

たい

④持続的競争優位

の確率

我々は、人にやさしく、自然に

やさしい、心豊かな活力ある技

術集団を目指す企業である

我々は、特殊車両を顧客の注文に

応じて組み立てるとともに、修理

やメンテナンスなどのアフターサ

ービスに力を入れている

我々は、社会や人々に貢献し、土

佐にあって土佐にない企業であり

続けたい

（出所）兼松エンジニアリングへの見学と聞き取り調査およびインタビュー調査、兼松エンジニアリン

グ（2001; 2021）、日経産業新聞（1983）、山口（2001）、高知新聞（2016）をもとに筆者作成

兼松エンジニアリングは、そうして不利な状況に

置かれていたことから、まず、ステークホルダーと

しての他者（図 3の (2)）である強力吸引作業車の
ユーザー（もしくは見込み客）の困りごとを積極的

に見つけることにした。それで明らかになったこ

とは、ユーザーの作業車が故障した際に、大手メー

カーはなかなか修理に来てくれず、ユーザーは故障

の間に仕事がまったくできないという事実であっ

た（山口, 2000）。それは、ユーザーにとって、ネガ
ティブなコンテクストとなっていた。

兼松エンジニアリングが手掛けた産業廃棄物処

理向けの強力吸引作業車は、もともと過酷な条件で

使われるために故障などの不具合が起きやくなっ

ていた（日本経済新聞, 1998）。同社は、そうした前
提を有する意味のあるシンボル（図 3の (3)）とし
ての自社製品に対して、「機械は必ず故障する」と

いうことをはっきりと認識していた（第一勧銀総合

研究所, 2001）。そして、「故障しない製品を作るこ
とも大切だが、もっと大事なのは、故障してもすぐ

に修理できる体制を築くことである」と考えた。同

社は、その当時、コア部品である吸引装置をポンプ

メーカーと共同開発していた9。また、ベースとな

る車両をはじめタンクなどの主要部品の製造を他

社に任せていた。同社は、そうしたコンテクストの

もと、アッセンブリメーカーとして、ユーザーの注

文に応じて強力吸引作業車を組み立てていた。し

たがって、同社は、ベース車両、ポンプ、主要部品

9兼松エンジニアリングの明見工場の見学と聞き取りの記録
（2018 年 11 月 15 日）。

の組み合わせとしての製品アーキテクチャを意味

のあるシンボル（図 3の (3)）として位置づけつつ、
機械は故障するもののメーカーがなかなか修理に

来ないというコンテクストに鑑みて、修理体制を改

めて整えることにした。

兼松エンジニアリングは、「故障がつきものの強

力吸引作業車」という意味のあるシンボル（図 3の
(3)）を介して、あらためて市場を眺めてみた（図 3
の c）。その結果、大手メーカーにとって、強力吸引
作業車は出荷台数の少ない製品であったため、アフ

ターサービスへ資源を積極的に投入することがな

かなかできない状況であることがわかった（山口,
2000）。それは、大手ユーザーにとってネガティブ
なコンテクストとなっていた。したがって、同社が

参入するまで、修理にまつわるユーザーの不満は放

置されたままであることが判明した。

同市場では、ユーザーの多くが、個人や零細企業

として事業を行う産業廃棄物処理業者であり（第

一勧銀総合研究所, 2001）、1000万円以上もする高
額の吸引作業車を毎日可動させることで日々の収

入を得ていた（山口, 2000）。したがって、ユーザー
にとって、1日でも作業ができなければ死活問題と
なっていた（山口, 2000）。こうしたコンテクスト
が、ステークホルダーとしての他者（図 3の (2)）で
ある競争相手やユーザーから、意味のあるシンボル

（図 3の (3)）を介した外的コミュニケーション（図
3の a）として、同社の組織的客我（us）である組織
アイデンティティ（図 3の (1)）へ投影された。
それで、兼松エンジニアリングは、組織的客我
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（us）としての「我々は、顧客のニーズに応じて強力
吸引作業車を組み立て、納入後は修理にも応じる」

「我々は、強力吸引作業車の市場でシェアを獲得し

て、発展を遂げるメーカーになりたい」（表 3の②）
とするアイデンティティに照らして、ユーザの困

りごとを自社製品へのニーズに結びつけるべくス

ピード修理を実施することにした。それで、連絡を

受けた時点から、故障した作業車を半日以内に使え

るようにするべく、体制を整えることにした（山口,
2000）。それは、同社の組織アイデンティティに照
らした内省的思考としてのダブル・ループ学習すな

わち組織的客我（us）に対する組織的主我（we）の
反応（図 3の b）となった。というのも、同社が自社
のあり方を見直して、強力吸引作業車の製造販売を

行うだけでなく、スピード修理というアフターサー

ビスも積極的に行うことにしたからである。それ

で、同社は、意味のあるシンボル（図 3の (3)）を介
した、ステークホルダーとしての他者（図 3の (2)）
であるユーザーへ向けた外的コミュニケーション

（図 3の c）として、故障のスピード修理を行うアフ
ターサービスを提供することしたのである。

兼松エンジニアリングは、スピード修理を自ら行

うべく、全国 7箇所の支店・営業所に技術担当者を常
駐させて（日本経済新聞, 1998）、顧客の要望に応え
るべくビジネスシステムを構築した（山口, 2000）。
さらに、技術担当者が、定期的にユーザーを訪問し

て、故障回数を減らすべく自分の判断で消耗品を

交換しすることにした（日本経済新聞, 1998）。同社
は、そうしてアフターサービスも徹底することにし

たため、産業廃棄物処理用の強力吸引作業車に絞り

込んで資源投入を行う集中戦略を遂行することに

した10。

その結果、兼松エンジニアリングの強力吸引作業

車は、性能とサービスが抜群であるという評判が立

つとともに口コミで伝わるようにもなって、多くの

ユーザーから支持を集めるようになった（第一勧銀

総合研究所, 2001）。同社がそれで市場シェアを獲
得すると、同市場は年間生産台数が 500台に満たな
いニッチな市場であったことから、同社は強固な地

位を築くようになった（山口, 2000）。それは、どの
メーカーも、依然として、サービス体制を強化しな

かったからである。兼松エンジニアリングは、その

結果、産業廃棄物処理向け強力吸引作業車の市場で

シェア 1位を達成することに成功した。
その結果、同社は、次の組織アイデンティティを

10兼松エンジニアリングの明見工場の見学と聞き取りの記録
（2018 年 11 月 15 日）。

形成した（表 3の③）。
我々はどのような存在であるか：「我々は、ユー

ザーニーズを追い求めて、新しいことに挑戦する会

社である」

我々はどのようなビジネスを行っているか：「我々

は、顧客のニーズに適合する高性能な強力吸引作業

車の製品を製造・販売し、スピード修理のアフター

サービスも提供する」

我々は何になりたいか：「我々は、強力吸引作業

車の市場でシェア 1位を達成しつづけて、持続的競
争優位を発揮する企業になりたい」

同社はそうして組織アイデンティティの内容を

強化して、組織的客我（us）（図 3の (1)）を継続的に
構築した。それは、産業廃棄物処理の現場は過酷で

あり、故障の修理は必須であるというコンテクスト

に影響を受けてなされた。さらに、故障がつきもの

である強力吸引作業車としての意味のあるシンボ

ル（図 3の (3)）を介した、ステークホルダーとして
の他者（図 3の (2)）である競争相手やユーザーとの
外的コミュニケーション（図 3の aおよび c）をきっ
かけとしてなされた。その際、同社の内的コミュニ

ケーション（図 3の b）において、自らのあり方を
見直すダブル・ループ学習が誘発された。そうした

内省的思考は、大手メーカーが産業廃棄物処理向け

の強力吸引作業を対象とした修理体制を築きにく

いというコンテクストを、自社が有利になるべく、

テコのように利用しようとしてなされた。

7.3 持続的競争優位の確立の段階における組織アイ
デンティティの形成

兼松エンジニアリングは、産業廃棄物処理向けの

強力吸引作業車の市場に参入して、顧客の用途や

ニーズに応じた製品をオーダーメイドで提供する

とともに、修理やメンテナンスのためのアフター

サービスを徹底する集中戦略を実践した。その結

果、同市場へ小規模メーカーとして後発で参入し

た（ネガティブなコンテクストのもとにあった）に

もかかわらず、大手メーカーを押しのけて、シェア

1位を獲得することに成功した。同社は、それを機
に、表 3 の③に示す組織アイデンティティを形成
し、組織的自己の客我（図 3の (1)）とした。
兼松エンジニアリングの強力吸引作業車は、ト

ラックの車体に高性能の吸引装置と貯蔵槽を搭載

する特殊車両であり（第一勧銀総合研究所, 2001）、
真空圧と空気の流れを利用する独自の吸引機構に

よって、粉粒体や流体を深所や遠距離から強力に吸
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引することができた11。同社は、そうした車両にさ

まざまな特殊機構を連結することで用途を多様化

した。その結果、同社の強力吸引作業車は、全国の

廃棄物処理業者、建設・土木業者、鉄鋼・造船メー

カー、清掃業者などのさまざまなユーザーに利用さ

れるようになった12。そうしたユーザーは、同社に

とってステークホルダーとしての他者（図 3の (2)）
となった。

兼松エンジニアリングは、上述したように、全国

のユーザーに対して、連絡をもらってから半日で故

障を修理するスピード修理を徹底することで、市場

で地位を得た。そのため、同社は、全国のどのユー

ザーに対しても確実にスピード修理を行うべく、外

部から修理工場を募り、K&E共栄会として組織化
するとともに自社製品を修理できるように技術指

導を行った（第一勧銀総合研究所, 2001）。そうした
修理工場は、2001年の時点で 21社だったが、現時
点では 63社に拡大している（兼松エンジニアリン
グ, 2021）。したがって、K&E共栄会に所属しつつ
同社製品の修理を行う外部の工場は、同社にとって

協力関係にあるステークホルダーとしての他者（図

3の (2)）となった。
兼松エンジニアリングの強力吸引作業車は、汚泥

を吸引したあとタンク内で空気やミクロンダスト

を分離して所定の場所へ運ぶことを可能とした（第

一勧銀総合研究所, 2001）。そうして汚泥処理を得
意とする同社の強力吸引作業車は、ユーザーから高

く評価された。それは、産業廃棄物の現場では、汚

泥が多く発生するからである。したがって、同社の

強力吸引作業は、産業廃棄物処理の汚泥にまつわる

コンテクストに適合していたということができる。

同社は、そうしたコンテクストに対応して、以後

は汚泥処理に注力して研究開発と製品化を図るよ

うになった。その結果、汚泥の吸引と運搬を可能と

する超強力吸引作業車としての「パワープロベス

ター」、汚泥の脱水を行いつつ固体と液体に分離す

る「モービルバスケット」、回収した汚泥を濃縮し

て減容する「モービルコンカー」、汚泥の洗浄・剥

離も可能とする「モービルジェット」を開発して、

製品ラインナップを強化した13。

そして、同社は、自社製品が汚泥の吸引、運搬、圧

送、脱水、減容、洗浄、剥離を可能とすることに対

して、「環境整備機能を運ぶ」という意味を付与し

た（第一勧銀総合研究所, 2001）。したがって、同社

11兼松エンジニアリングが発行している公開資料。
12兼松エンジニアリングの明見工場の見学と聞き取りの記録

（2018 年 11 月 15 日）。
13兼松エンジニアリングが発行している公開資料。

の製品群は、「（汚泥処理を得意とする）環境整備機

器」という意味を併せ持つ意味のあるシンボル（図

3の (3)）となった。それは、同社の製品が、ベース
車両に吸引機と貯蔵槽を搭載するだけでなく、ユー

ザーのニーズ、用途、課題に応じて汚泥処理のさま

ざまな特殊機構を連結・搭載することのできる製品

アーキテクチャを有していたからである。

兼松エンジニアリングにとってのステークホル

ダーとしての他者（図 3の (2)）であるユーザーは、
これまでに、次のようなさまざまな状況で産業廃棄

物処理を実施してきた14。

• 災害現場での汚泥の除去

• 下水の整備、吸引による穴掘、道路の側溝や路

面の清掃

• 鉄道や地下鉄の線路の敷設バラストの（強力吸

引を用いた）交換

• トンネルや下水管の内部についた汚れの洗浄

したがって、同社のユーザーは、さまざまな作業

環境、作業目的、作業内容からなるコンテクストを

もとに、環境整備機器としての同社製品を必要とし

た。それが、ステークホルダーとしての他者（図 3
の (2)）の期待や態度として、意味のあるシンボル
（図 3の (3)）を介した外的コミュニケーション（図
3の a）によって、同社の組織的客我（us）である組
織アイデンティティに投影された。同社では、そ

の際、支店・営業所に常駐している技術担当者が、

セールスエンジニアとして、顧客から要望や課題を

ヒアリングした15。そうしてユーザーから得た情報

は、いったん本社へ伝えられた。

兼松エンジニアリングは、顧客から要望を受ける

と、組織アイデンティティの「我々は、顧客のニー

ズに適合する高性能な強力吸引作業車の製品を製

造・販売し、スピード修理のアフターサービスも提

供する」に照らして、次の役割取得を行った（図 3
の b）。それは、顧客のニーズや要望に応じて製品
をオーダーメイドで提供する際に、原則として仕様

書の作成→設計→製造→検査→塗装というプロセ

スを経る16ものの、顧客が抱えている課題の解決や

要望の実現がそれでは難しいと判断できる場合に

は、新しい機能を有する装置の開発も行うというも

のである17。それによって、ユーザーとの双方向の

14兼松エンジニアリングの明見工場の見学と聞き取りの記録
（2018 年 11 月 15 日）。

15兼松エンジニアリングの技術者に対するインタビュー記録
（2019 年 7 月 10 日）。

16兼松エンジニアリングの技術者に対するインタビュー記録
（2019 年 7 月 10 日）。

17兼松エンジニアリングが発行している公開資料と兼松エン
ジニアリングの技術者に対するインタビュー記録（2019年 7月
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外的コミュニケーション（図 3の aと c）を経て、顧
客と一緒にソリューションを創造するようになっ

た。その結果、同社には、「ニーズを半分満たせば

製品化に踏み切っていい。あとはユーザーの皆さ

んと一緒に考えよ」というアプローチが定着するよ

うになった（第一勧銀総合研究所, 2001）。それは、
組織的主我（we）の反応（図 3の b）としての内省
的思考から、同社と顧客の関係性が再構成されて、

新しい装置ひいては新しい車両の開発の可能性が

追求されたことを意味する。したがって、同社は、

自己と顧客の二重のコミュニケーション（図 3の a
～c）から、創発的内省性を発揮して、ユーザーニー
ズを先取りしながら新しい環境整備機器を実現し

てきたということができる。

その結果、兼松エンジニアリングは、製品開発と

アフターサービスの両面でユーザーのニーズを徹

底的に追求したことから、市場で高く評価されて

地位を得た。同社は、顧客への納車のタイミングを

ニーズの達成と位置づけ、アフターサービスの徹底

を顧客満足の維持と位置づけた18。それによって、

上述したように、顧客から「兼松エンジニアリング

のクルマは性能が抜群だ」と評価され、「ここまで

サービスをしてくれるのであれば今度から新しい

クルマはおタクのにしよう」と支持されるように

なった（第一勧銀総合研究所, 2001）。その結果、同
社は、後発の小規模メーカーでありながら、先発の

大手メーカーを上回る競争優位を獲得するように

なった。そして、産業廃棄物処理向けの強力吸引作

業車の分野では、80％を超えるシェアを獲得する
とともに、それを常に維持して、持続的競争優位を

確立することに成功した19。

兼松エンジニアリングは、日本国内の産業廃棄物

処理向けの強力吸引作業車の分野で、持続的競争優

位を発揮するニッチトップ企業として、あらためて

ステークホルダーである他者（図 3の (2)）の役割取
得を行って（図 3の a→ b）、自己を対象化した（図
3の b）。その結果、同社は、次の組織アイデンティ
ティを形成した（表 3の④）。
我々はどのような存在であるか：「我々は、人に

やさしく、自然にやさしい、心豊かな活力ある技術

集団を目指す企業である」

我々はどのようなビジネスを行っているか：「我々

は、環境整備機器としての特装車を顧客の注文に応

じて組み立てるとともに、修理やメンテナンスなど

10 日）。
18兼松エンジニアリングが発行している公開資料。
19兼松エンジニアリングの明見工場の見学と聞き取りの記録

（2018 年 11 月 15 日）。

のアフターサービスに力を入れている」

我々は何になりたいか：「我々は、社会や人々に

貢献し、土佐にあって土佐にない企業であり続け

たい」

同社は、そうして組織アイデンティティの内容を

再構築して、組織的客我（us）（図 3の (1)）を形成し
た。それは、ステークホルダーとしての他者（図 3
の (2)）との外的コミュニケーション（図 3の aおよ
び c）を契機としてなされた内的コミュニケーショ
ン（図 3の b）によって自らのあり方を見直すダブ
ル・ループ学習によってもたらされた。同社の組織

アイデンティティは、それぞれの従業員が自らの業

務を遂行する際の動機づけに結びついた。それが、

同社の従業員の一体感を高め、競争戦略の組織的遂

行の源泉となった。

8.考察

以上では、G. H. Meadに端を発する社会的自我論
から導出した組織的自我論を分析のフレームワー

クとして用いて、兼松エンジニアリングの組織アイ

デンティティの継続的構築の事例を整理した。そ

こで本節では、そうした事例分析の結果において、

第 2節で指摘した視座「(1)複数の段階で構成され
る全体的なプロセス」、「(2)アイデンティティ・コ
ンテンツの観点からの内部プロセス」、「(3)アイデ
ンティティのセンスギビングとセンスメイキング

の相互作用と共進化」がどこまで捉えられているか

考察する。また、将来的課題としての「A)組織アイ
デンティティ形成の「深いプロセスとは何か」、そ

の「どのように」「何を」「なぜ」がどのように結び

つくのか」と「B) 組織アイデンティティ形成にお
いて多様なコンテクストが果たす役割」に対してど

の程度アプローチをすることができたのかを確認

する。

8.1 組織アイデンティティの継続的構築の全体プロ
セス

兼松エンジニアリングの事例分析では、日本国内

の強力吸引作業車の市場への参入、スピード修理を

可能とするビジネスシステムの構築、持続的競争優

位の確立の 3つの戦略的段階を取り上げ、それぞれ
の段階で組織アイデンティティが形成されるプロ

セスの全体像を記述した。その際、組織的自我論の

構成要素である (1)客我と主我で構成される組織と
しての自己（図 3の (1)）、(2)ステークホルダーとし
ての他者（図 3の (2)）、(3)製品としての意味のある
シンボル（図 3の (3)）、(4) 外的コミュニケーショ
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ン（組織的自己と他者との相互作用のこと、図 3の
aと c）、(5)内的コミュニケーション（組織内部の
相互作用のこと、図 3の b）を分析単位として用い
て事例を整理した。

上述した事例分析では、組織としての自己とは兼

松エンジニアリングのことであり、その客我とは同

社の組織アイデンティティであるとし、主我とは客

我である組織アイデンティティへの反応（および

その主体）であるとした。また、同社にとってのス

テークホルダーとしての他者を主に競争相手とし

ての大手メーカーや顧客もしくはユーザーとし、意

味のあるシンボルを製品としての強力吸引作業車

をはじめとする環境整備機器とした。そして、外的

コミュニケーションを兼松エンジニアリングと競

争相手や顧客・ユーザーとの相互作用とし、内的コ

ミュニケーションを兼松エンジニアリングの内部

における相互作用とした。

組織的自我論のフレームワークでは、組織の対象

化された自己としての組織アイデンティティが、ス

テークホルダーとしての他者との相互作用（双方向

の外的コミュニケーション）をきっかけとして、自

己の内部における相互作用（双方向の内的コミュニ

ケーション）によって形成、変更、修正、強化、再

構築される。したがって、客我としての組織アイデ

ンティティは、社会や市場とのコミュニケーション

を経て主体的に形成されることになる。

兼松エンジニアリングの事例分析でも、それぞれ

の戦略的段階において、組織アイデンティティが

社会とのコミュニケーションを経て形成されたが、

それは、一つ前の戦略的段階に形成された組織アイ

デンティティの変更、修正、強化としての再構築を

ともなうものであった。同社の場合は、まず、創業

者のアイデンティティが、「会社創設時の強力水冷

クーラーまつわる顧客の発見→製品開発→顧客へ

の納入」のプロセスに際して形成された。それが、

「強力吸引作業車の市場への参入→スピード修理の

ビジネスシステムの構築→持続的競争優位の確立」

という戦略的段階を経て発展していった。こうし

た結果から、本論文では、事例分析が次の視座でな

されたということができる。

• 創業から現在までの時間経過とともに展開さ

れた組織アイデンティティ形成のプロセスを

縦断的に追跡した

• それは、創業者のアイデンティティの発展のプ

ロセスとしての組織アイデンティティの継続

的構築となった

• それぞれの戦略的段階において組織アイデン

ティティ形成のプロセスの全体像を記述した

したがって、兼松エンジニアリングの事例分析で

は、同社の戦略的段階を明らかにした上で、それぞ

れの段階で組織アイデンティティ形成の全体プロ

セスを記述しただけでなく、段階間における関係性

を明示したということができる。そうした関係性

とは、一つ前の段階の組織アイデンティティが次

の段階で発展を遂げたというものである。それに

よって、一つの段階の組織アイデンティティの形成

のみならず、その段階的発展としての継続的構築を

縦断的に追跡することが可能となった。

それは、事例分析のフレームワークである組織的

自我論が循環プロセスとしてのモデルであること

から、時間経過をともなう分析が可能となったため

である。それを用いた事例分析を複数の段階で実

施することによって、対象化された自己としての

組織アイデンティティを段階間の前後で結びつけ

ることに成功したからである。その結果、本研究で

は、組織アイデンティティの変更、修正、強化、再

構築をともなう継続的な発展の全体プロセスを縦

断的に記述することが可能となった。

8.2 アイデンティティ・コンテンツの観点からの内
部プロセス

兼松エンジニアリングの組織アイデンティティ

は、創業時に形成された原初的な組織アイデンティ

ティとしての創業者のアイデンティティも含める

と、表 3に示すように段階的に発展を遂げつつ継続
的に構築された。同社の組織アイデンティティは、

上述したように、日本国内の強力吸引作業車の市

場への参入（表 3の②）、スピード修理を可能とす
るビジネスシステムの構築（表 3の③）、持続的競
争優位の確立（表 3の④）という戦略の発展にとも
なって、表現が変化していった。そうした表現の変

化では、アイデンティティの内容がその都度一新さ

れたのではなく、戦略の強化にともなって発展した

と考えることができる。というのも、表 3のそれぞ
れの組織アイデンティティ（表 3の②～④）は、ど
れも、宣言性、識別性、時間的連続性の基準の観点

から、次の特徴を有していたということができるか

らである。

宣言性：ハイテクというよりも、ローテクをベー

スに経験を積み上げてきた企業である (兼松エンジ
ニアリング, 2001;兼松エンジニアリング, 2021)
識別性：大企業がやりたがらないユーザーへのア

フターサービスを積極的に実施している（高知新

聞, 2016; 山口, 2000; 第一勧銀総合研究所, 2001; 兼
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松エンジニアリング, 2021）
時間的連続性：最初は強力吸引作業車に絞ってい

たが、やがて汚泥処理を得意とする環境整備機器へ

と展開していった20

同社は、自社を、「ユーザーニーズを源泉として

経験を重ね、それを踏み台として次の新しい事に挑

戦していく会社」であるとみなしている（兼松エン

ジニアリング, 2021）。また、強力吸引作業車を初め
て開発して顧客に提案したときから、「故障したら

どうするのか」と聞かれたら、その都度「すぐ伺い

ます」と答えていた（高知新聞, 2016）。同社は、そ
の後、強力吸引作業車をさらに発展させただけでな

く、汚泥処理機能の開発にも注力して産業廃棄物処

理向けの環境整備機器としての特殊車両のライン

ナップを強化した21。

兼松エンジニアリングは、強力吸引作業車の市場

への参入から、戦略を段階的に発展させて、同市場

での持続的競争優位を確立した。それは、戦略の策

定とその組織的遂行という内部プロセスからなさ

れた。

強力吸引作業車の分野への参入（表 3の②）は、
創業時に手掛けた強力水冷クーラーが広く売れな

かったことと、そのモーターを逆回転して強力吸引

機を開発し、それを顧客に見せて反応を伺ったこと

がきっかけとなった。さらに、顧客からの要望を取

り入れて、強力吸引機を車両に搭載して強力吸引作

業車とし、それを販売したことが決め手となった。

スピード修理のビジネスシステムの構築（表 3の
③）は、大手メーカーがなかなか修理に来てくれず

に困っていることをユーザーから聞きつけ、そこに

差別化の突破口を見出そうとしたことからなされ

た。競争相手である大手メーカーにとって、強力吸

引作業車がニッチ製品であることから、故障の修理

を素早く行う体制を整えにくいことに気づいて、そ

こに競争戦略のいとぐちを見出した。同社は、そう

したスピード修理によってユーザーから支持され、

市場で地位を築いてシェアを拡大した。

同社は、その後、さらにユーザーから話を聞いて、

産業廃棄物処理の現場では汚泥がたくさん生じる

ためその処理が大変であることを知った。そこで、

汚泥処理に注力をして研究開発を行い、自社製品を

汚泥の吸引、運搬、圧送、脱水、減容、洗浄、剥離を

可能とする環境整備機器として位置づけた。ユー

ザーの用途や課題に応じてさまざまな特殊機構を

連結・搭載することで、汚泥を効果的に処理する製

20兼松エンジニアリングが発行している公開資料。
21兼松エンジニアリングが発行している公開資料。

品を提供し続けた結果、顧客からさらに支持されて

持続的競争優位を確立した（表 3の④）。
以上から、兼松エンジニアリングの組織アイデン

ティティの内容は、こうした戦略の策定と組織的

遂行にまつわる内部プロセスの発展にともない段

階的に形成されたということができる。したがっ

て、同社の事例は、戦略を通じて価値あるアイデン

ティティをイナクトし、表現した（Ashforth & Mael,
1996）と考えることができる。それは、同社が、意
味のあるシンボルとしての製品を介したステークホ

ルダーである他者（ユーザーや競争相手）との外的

コミュニケーションをきっかけとして、自社（組織

的としての自己）の内部における内的コミュニケー

ションを経て達成された。したがって、同社の事例

では、内部プロセスがアイデンティティ・コンテン

ツの発展をともなう継続的構築の原動力となった

ということができる。

8.3 アイデンティティのセンスギビングとセンスメ
イキングの相互作用と共進化

Gioia et al.（2010）は、組織アイデンティティの形
成のプロセスは、センスギビングとセンスメイキン

グの共進化をともなう相互に構成的なものになり

うるとした。それは、組織アイデンティティを主張

することで意味が与えられると、組織のメンバーだ

けでなく組織の外部の人々もそれを理解したり反

応したりすることから、センスギビング→センスメ

イキングというプロセスが生じるからである。そ

れだけでなく、メンバーや外部の人々の日常的な相

互作用や実践からの確認・理解が、以後の組織アイ

デンティティの変更、修正、強化、再構築などに影

響を及ぼす（センスメイキング→センスギビング）

ことがあるからである（Gioia et al., 2013）。その結
果、組織アイデンティティの継続的な構築が、セン

スギビングとセンスメイキングの相互作用を経た

共進化をともなうものになりうる。

兼松エンジニアリングの事例では、上述したそれ

ぞれの戦略的段階で、組織アイデンティティが形成

されて、その主張がメンバーや外部の人々へ向けら

れた（センスギビングがなされた）。それぞれの段

階における組織アイデンティティの内容は、8.2で
述べたように、戦略の策定と組織的遂行という内部

プロセスを経て形成された。そうした内部プロセ

スは、ステークホルダーとしての他者（ユーザーや

競争相手）と自社（組織的自己）との間の二重のコ

ミュニケーション（外的コミュニケーション→内的

コミュニケーション）から生じた。
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その後、ユーザーは、同社の強力吸引作業車や汚

泥処理を得意とする環境整備機器を用いて（そうし

た意味のあるシンボルを介して）、産業廃棄物の処

理を現場で日常的に行った。それで、同社がどのよ

うな会社で、どのようなビジネスを行っているのか

（すなわち同社のアイデンティティがどのようなも

のか）を理解した。さらに、同社の製品を継続的に

購入し、アフターサービスを受け続けるという反応

を示した（センスメイキングがなされた）。

競争相手は、故障のスピード修理が市場での競争

優位の源泉となっていることを理解していたもの

の、それをできずにいた（できないという反応を示

し続けた）。それで、兼松エンジニアリングが、大手

メーカーのやりたがらない故障のスピード修理を

積極的に行っているという組織アイデンティティ

の識別性の基準にまつわる特徴を有していること

を理解した（センスメイキングがなされた）。

兼松エンジニアリングの従業員は、強力吸引作業

車や環境整備機器の開発、製造、販売、修理・メン

テナンスサポートなどを組織的に遂行していくな

かで、日常の業務を通じて自社の組織アイデンティ

ティの意味や妥当性を確認した（センスメイキング

をした）。それは、K&E共栄会に所属する外部の協
力工場で修理やメンテナンスに携わる人々も同様

であった。

したがって、兼松エンジニアリングの事例では、

まず、センスギビング→センスメイキングがなさ

れたということができる。同社の事例では、その上

で、センスメイキング→センスギビングというプロ

セスも生じたと考えることができる。それは、同社

が複数の段階で組織アイデンティティを継続的に

構築したので、それぞれの戦略的段階でなされたセ

ンスギビングに対するセンスメイキングが、次の戦

略的段階のセンスギビングに影響を及ぼしたと考

えることができるからである。

具体的には、創業時になされたセンスギビング→

その主張に対するセンスメイキング→強力吸引作

業車の市場参入時のセンスギビング→その主張に

対するセンスメイキング→スピード修理向けビジ

ネスシステム構築時のセンスギビング→その主張

に対するセンスメイキング→持続的競争優位の確

立のためのセンスギビング→その主張に対するセ

ンスメイキングという繰り返しの形で、センスギビ

ングとセンスメイキングの相互作用が起きたとい

うことができる。そうしたセンスギビングとセン

スメイキングの相互作用は、8.2で述べたように組
織アイデンティティの内容が段階的に発展してい

ることから、共進化をもたらしたと考えることがで

きる。

8.4 組織アイデンティティ形成の「深いプロセス」
と「どのように」「何を」「なぜ」の結びつき

Gioia et al.（2013）は、組織アイデンティティ形
成にまつわる研究の今後の課題として、組織や時代

を超えて共通しているプロセスとしての「深いプロ

セス」を詳細に検討することを指摘した。そうした

深いプロセスとして、創業者の価値観の明確化、意

味の空白の経験、他の組織との違いの明確化、組織

の中心的特徴の理解などが候補になるとした。そ

して、他の深いプロセスを探求することで、組織ア

イデンティティの形成のプロセスを精緻化するこ

とができるとした。そうした深いプロセスの探求

が、組織アイデンティティ形成の「どのように」「何

を」「なぜ」を結びつける研究に発展することを示

唆した。

兼松エンジニアリングの事例研究では、上述した

3つの戦略的段階で組織アイデンティティが継続的
に構築されたが、どの段階の形成プロセスでも共通

していたのが、「既存の自我（それまでの自分たち）

のあり方を見直して、さらなる戦略を打ち出す」と

いうことであった。

同社が強力吸引作業車の市場へ参入するという

戦略を打ち出したのは、それまでに開発・製造して

いた強力水冷クーラーに対する顧客からの引き合

いが予想以上に少なかったために、それを続けるこ

とを見直したからである。スピード修理のビジネス

システムを構築する戦略を策定したのは、自分たち

が後発の小規模メーカーであり、最も不利な立場に

あるという状況を打破する必要性に迫られ、自社の

事業のあり方を見直したからである。また、汚泥処

理に注力して研究開発を行い、製品ラインアップを

強化したのは、より多くの顧客の要望に応えてシェ

アを拡大するとともに持続的競争優位を確立する

べく、製品開発のあり方を見直したからである。

したがって、兼松エンジニアリングの場合は、「既

存の自我のあり方を見直す」ということが、どの戦

略的段階にも共通した深いプロセスであったとい

うことができる。同社のそうした深いプロセスは、

さらに次の複数のサブプロセスで構成されていた

ということができる。

サブプロセス (1)：ステークホルダーとしての他
者である顧客／ユーザーや競争相手の期待や態度

が、意味のあるシンボルを介した外的コミュニケー

ションによって、客我としての組織アイデンティ
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ティに投影された

サブプロセス (2)：それに主我が反応して役割取
得を行うとともに、ダブル・ループ学習としての内

省的思考から、既存の自我のあり方を見直した

サブプロセス (3)：組織としての客我と主我の相
互作用（すなわち内的コミュニケーション）から、

創発的内省性を発揮して、さらなる戦略を創造する

とともに、ひいては組織アイデンティティを発展的

に形成して自我のあり方を見直した

以上から、兼松エンジニアリングの事例における

深いプロセスを内包した組織アイデンティティ形

成の「どのように」「何を」「なぜ」を次のように整

理することができる。

「どのように」：他者と自己の二重のコミュニケー

ションからの内省的思考と創発的内省性

「何を」：産業廃棄物処理向けの強力吸引作業車

のニッチ市場における競争戦略のあり方

「なぜ」：強力吸引作業車の市場で持続的競争優

位を確立するため

したがって、兼松エンジニアリングの事例では、

組織的自我の二重のコミュニケーションをともな

う社会的なダイナミクスが、組織アイデンティティ

形成の「どのように」「何を」「なぜ」を結びつけた

と考えることができる。

8.5 組織のアイデンティティ形成における多様なコ
ンテクストが果たす役割

Gioia et al.（2013）は、今後の研究の重要な課題
の一つとして、組織のアイデンティティ形成におけ

る多様なコンテクストが果たす役割についての理

解を広げ、深めることを指摘した。その論点の一つ

に、確立された分野に参入しようとする新しい組織

のアイデンティティが、当該分野のコンテクストに

おける新参者の正当性や成功をどのように促進も

しくは抑制するかを指摘した。

本論文で取り上げた兼松エンジニアリングの事

例は、まさに、上述したGioia et al.（2013）の指摘に
合致するものであった。同社は、産業廃棄物処理向

けの強力吸引作業車という既存の市場に参入した

ものの、その時点で 7～8社の大手メーカーが存在
していた。同社は、後発の小規模メーカーであり、

最も不利な立場であったことから、同市場で生き

残って成功するための正当性が必要となった。そ

の後、同社は、スピード修理のビジネスシステムを

構築し、アフターサービスを徹底することで当該市

場において競争優位を獲得した。さらに、汚泥処理

のためのさまざまな機能を有する環境整備機器を

表 4.兼松エンジニアリングに対するコンテク
ストと役割

戦略的段階 コンテクスト 役割

②強力吸引作

業車の市場へ

の参入

工場内が高温で多粉塵にも

関わらず、水冷式クーラー

が必要とされなかった

強力吸引作業車の市場へ

の参入を促した

③スピード修

理のビジネス

システムの

構築

•強力吸引作業車の市場は

製造台数が 500台にも満
たないニッチ市場であった

•ユーザーには零細企業が

多かった

•大手メーカーは、すぐに、

修理に行くことができなか

った

•スピード修理の体制を整

え、サービスを徹底する

ことを促した

•コンテクストをテコの

ように利用することが、

市場で競争優位を獲得

するためのカギとなった

④持続的競争

優位の確立

•産業廃棄物処理の現場で

は汚泥が多く発生してい

た

•ユーザーの産業廃棄物処

理の作業環境、作業目的、

作業内容はさまざまであ

った

•汚泥の吸引、運搬、圧

送、脱水、減容、洗浄、

剥離を可能とする製品

開発を促した

•コンテクストをテコの

ように利用することが、

持続的競争優位に結びつ

いた

（出所）筆者作成

開発してユーザーのニーズに応えることで持続的

競争優位を確立した。そうして同社を成功に導い

た戦略とコンテクストの関係性を表 4に整理する。
兼松エンジニアリングは、強力吸引作業車の市場

に小規模メーカーとして後発で参入したものの、そ

の立場的不利を払拭するために、当該市場における

コンテクストをテコのように利用する戦略を策定

および遂行した。それは、顧客・ユーザーが本当に

必要としていたものの、他社がやりたくてもできな

かったことから（表 4参照）、競争優位の獲得ひいて
は持続的競争優位の確立をもたらした。同社の事

例では、それぞれのコンテクストが、意味のあるシ

ンボルを介した外的コミュニケーションから同社

の客我である組織アイデンティティに投影される

と、それに主我が反応して（すなわちダブル・ルー

プ学習がなされて）、創発的内省性を発揮しつつコ

ンテクストをテコのように利用する戦略を創造し、

ひいては組織アイデンティティの再構築を促した。

そして、8.2で述べたように、同社は、戦略を通じ
て価値あるアイデンティティをイナクトし、表現し

た。したがって、同社の事例では、それぞれのコン

テクストが、同社の自我のあり方の見直しと、それ

を契機とする戦略とアイデンティティの創造の誘

因となっていたということができる。

9.結論と含意

本論文では、兼松エンジニアリングの極端かつユ

ニークな単一事例を用いて、組織アイデンティティ

の継続的構築のプロセスを経験的に示した。それ

は、これまでに取り組みが少ないとされてきた「組
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織アイデンティティの形成」にまつわる研究分野へ

の理論的貢献を目指すものであった。

本節では、そうした事例分析とそれへの考察に対

する分析的一般化を実施することで得た、下記研究

設問への理論仮説を提示する。

研究設問：「組織がアイデンティティ・コンテン

ツをどのようにして、そしてなぜ継続的に構築する

のか」

理論仮説：組織は、市場とのコミュニケーション

を契機とする組織内部のコミュニケーションを経

て、アイデンティティ・コンテンツを社会的に構築

する。その際、市場の他者の態度や期待とそれが生

み出すコンテクストからの役割取得が、組織として

の自己のあり方を見直すきっかけとなり、それが組

織アイデンティティの新しいセンスギビングを誘

発する。それに対して組織の内外でセンスメイキ

ングがなされ、そこから新しいコンテクストがさら

に生じるようになると、センスギビングが新たに誘

発されて、センスギビングとセンスメイキングの相

互作用ひいては共進化がもたらされる。それが、組

織に、アイデンティティ・コンテンツの継続的構築

ひいては段階的発展を促す。

本論文では、上記の研究設問に対応した理論仮説

を、本研究の結論であると考える。

また、本研究の理論的含意と実務的含意は次のと

おりである。

理論的含意：本論文では、G. H. Meadに端を発し、
船津によって発展された社会的自我論をベースと

して、組織の対象化された自己としての組織アイデ

ンティティが、コンテクストの影響も含め社会的に

構築されるプロセスを記述するための組織的自我

論を導出した。それは、外的と内的の二重のコミュ

ニケーションをともなう組織の内省的思考と創発

的内省性のダイナミクスを表現できることから、そ

れを用いて、組織がアイデンティティ・コンテンツ

を循環的に形成するプロセスを表すことが可能と

なった。それで、複数の段階からなる組織アイデン

ティティの継続的構築のプロセスを縦断的に追跡

することと、それによるセンスギビングとセンスメ

イキングの相互作用さらには共進化のプロセスを

記述することが可能となった。

実務的含意：本論文では、極端かつユニークな単

一事例を対象として、組織的自我論を用いた事例分

析を実施した結果、組織が市場（コンテクストを含

む）を念頭に置きつつアイデンティティ・コンテン

ツを主体的に形成し、さらには発展的に構築するプ

ロセスを経験的に示した。そうした組織アイデン

ティティの継続的構築は、製品の構造や特徴を介し

て市場とコミュニケーションを行い、それで役割取

得を行うとともに内省を深めるというプロセスか

ら誘発されていた。そうして組織のあり方を見直

すとともに、コンテクストをテコのように利用し

て効果的な戦略を策定さらには遂行することが深

いプロセスとなっていた。それらは、組織アイデン

ティティを形成ひいては発展させることで、メン

バーを動機づけ、組織行動を方向づけて組織の一体

感を高めつつ卓越した業績を達成しようとする実

務家にとって参考になると思われる。

本論文では、兼松エンジニアリングの事例分析か

ら、「組織が既存の自己を見直す」ことが、Gioai et
al.（2013）のいう「（組織アイデンティティ形成の）
深いプロセス」の新しいパターンであることを発見

した。組織的自我論を用いた事例分析によって、そ

のプロセスを精緻化することに成功した。

したがって、本論文は、組織アイデンティティ形

成の研究分野に対して下記貢献を実施したという

ことができる。

[1] 既存の文献が取り扱った事例研究と比較して、組
織アイデンティティの複数の段階を経た長期間

にわたる継続的構築を縦断的な姿勢で追跡した

[2] 組織アイデンティティ形成の事例分析の視座と
して社会的自我論さらには組織的自我論を新た

に導入した

[3] 組織的自我論の視座から、組織アイデンティティ
形成にまつわる、[3-1]センスギビングとセンス
メイキングの相互作用されには共進化のプロセ

ス、[3-2]アイデンティティ・コンテンツの観点
からの内部プロセス、[3-3]社会とコンテクスト
の役割を経験的に説明した

[4] 「深いプロセス」の新たなパターンとして「組
織が既存の自己を見直す」ことを発見した

本研究は、また、組織アイデンティティの視座で

戦略の創造と発展を捉えようとしたものでもあると

いうことができる。それは、アイデンティティが、

もともと「本来あるべき自分」という規範的意味合

いを帯びるものであり（浅野, 2014）、それが中核戦
略としての「ありたい姿／あるべき姿」（伊丹, 2003,
pp. 11-12;伊丹, 2012, p. 9）に結びつく可能性がある
からである（石谷, 2020）。そうしたあるべき自分と
してのアイデンティティとは、起業家や創業者の個

人としてのアイデンティティと企業にとっての組

織アイデンティティのどちらもありうる。それが、

やがて、企業の「ありたい姿／あるべき自分」とし

ての中核戦略に結びつくことは自然なことと思わ
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れる。企業の戦略にまつわる事例研究において、そ

うした視座を導入することは、企業が中核戦略をど

のように創造するかに関してより詳細にアプロー

チすることを可能とする。

本研究では、そうしたアイデンティティ・ベース

ト・ビューにおいて、Meadに端を発する社会的自
我論をベースとする組織的自我論を理論枠組みと

して導入した。それは、Hatch & Schultz（2002）と
同様に組織アイデンティティが中核的な役割を果

たすものの、意味のあるシンボルを介した二重のコ

ミュニケーションの概念を積極的に導入すること

で、企業のアイデンティティと戦略の両方の創造と

発展を精緻に記述することが可能となった。そし

て、ステークホルダーという外部と企業の相互作用

と、企業内部の相互作用と、それらが誘発する企業

の自己変革さらには組織としての内省的思考や創

発的内省性からの戦略行動の全体的なプロセスを

記述できるようになった。本研究では、これらの有

効性を、兼松エンジニアリングの事例研究を用い

て確認した。その結果、アイデンティティ・ベース

ト・ビューの表現能力が大いに高まっていることを

確認することができた。

しかし、本研究は、Yin（1994）のいう極端でユ
ニークな事例を用いたものの単独事例の分析にと

どまっているため、得られた理論的仮説や含意にお

いて普遍性の面で限界がある。今後は、事例研究を

重ねることで本研究の妥当性を高めていきたい。
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Abstract: This study empirically describes the continuous building process that supports the development of an organi-
zational identity. Based on G. H. Mead’s theory of the “social self,” the study focused on the “organizational self” that
describes the process whereby companies establish a social identity from their interaction within the marketplace. This
theory was applied to a case study on Kanematsu Engineering Co., Ltd., which enjoys a competitive advantage with an
80% share of the Japanese market for high-power suction work trucks for industrial waste disposal. The study revealed
that the company’s organizational identity evolved over a 50-year period by entering the market for its product, ensuring
speedy repairs, and establishing a sustainable competitive advantage. Using the theory of organizational self has made
it possible to address the building of an identity in multiple stages and in a longitudinal manner. Furthermore, the study
based on empirical evidence described the deeper process supporting the overall system; the internal operation from the
viewpoint of identity content, mutual interaction, and coevolution of sense-giving and sense-making.
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